
資料１ 

 

 

 

 

 

都市整備及び市街地開発の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年７月 11 日 

都 市 整 備 局 

平成 26 年 7 月 11 日 

建築・都市整備・道路委員会資料 

都市整備局 



 

 

１ 都市整備及び市街地開発の状況 ・・・・・・・ １ 

（１）都市整備及び市街地開発の考え方      ・・・・・・・・・・・・・ １ 

（２）都市整備及び市街地開発          ・・・・・・・・・・・・・ ２ 

ア 市街地開発事業（市街地再開発事業・土地区画整理事業） ・・・・・・ ２ 

（ア）市街地再開発事業・土地区画整理事業  ・・・・・・・・・・・・・ ２ 

（イ）市街地開発事業の整備効果       ・・・・・・・・・・・・・ ４ 

イ まちの不燃化推進事業          ・・・・・・・・・・・・・ ７ 

ウ 地域まちづくりの推進          ・・・・・・・・・・・・・ ８ 

（ア）まちづくりの誘導・調整        ・・・・・・・・・・・・・ ８ 

（イ）市民発意によるまちづくり       ・・・・・・・・・・・・・ ９ 

２ 市街地開発事業等の進捗状況  ・・・・・・・ 10 

都心整備                 ・・・・・・・・・・・・・ 11 

拠点整備                 ・・・・・・・・・・・・・ 14 

まちの不燃化推進事業           ・・・・・・・・・・・・・ 21 

地域まちづくり              ・・・・・・・・・・・・・ 23 

３ みなとみらい２１事業の進捗状況 ・・・・・・・ 26 

（１）全体概要                   ・・・・・・・・・・・・・ 26 

（２）基盤整備及び関連事業           ・・・・・・・・・・・・・ 26 

（３）街区開発                 ・・・・・・・・・・・・・ 28 

都市整備及び市街地開発の状況について 目次 



 - 1 - 

１ 都市整備及び市街地開発の状況 

 

（１）都市整備及び市街地開発の考え方 

人口減少・超高齢社会の到来など社会状況の変化により都市の活力低下が懸念されるなか、都心臨

海部と郊外部の再生・活性化を進める取組が、次世代に向けたまちづくりのために必要となっており、

身近な住環境や密集市街地の整備・改善から、都心及び郊外部の拠点形成まで、災害に強いまちづく

りとあわせ、総合的・計画的なまちづくりに取り組んでいます。 

具体的には、「市民との協働」、「民間活力の導入」、「効率的・効果的な公費の投入」などを基

本として、 

を中心に、まちづくりに関する様々な制度を活用し、子育て世代や高齢者をはじめとする多くの市

民の暮らしやすい環境を整えるなど、地域ニーズに対応したきめ細かなまちづくりを推進しています。 

 

 

 

 

 

都市整備及び市街地開発のイメージ図 

① 駅前の防災性の強化や生活利便施設の集積、都市基盤施設の整備等を目的とした「市街地再開発

事業」や「土地区画整理事業」 

② 延焼の危険性が高い地域において、建築物の不燃化などにより、「燃えにくいまち・燃え広がら

ないまち」の実現を図る「まちの不燃化推進事業（旧 いえ・みち まち改善事業の拡充）」 

③ 地区計画等を活用した「まちづくりの誘導・調整」や、組織づくり、プラン・ルールづくりなどを

支援する身近な地域における「市民発意によるまちづくり」 

① 駅前の防災性の強化や生活利便施設の集積、及び 
都市基盤施設の整備 

● 市街地再開発事業 ● 土地区画整理事業 

② 延焼の危険性が高い地域における「燃え 

にくいまち・燃え広がらないまち」の実現 
● まちの不燃化推進事業（旧 いえ・みち 

まち改善事業） 

③ まちづくりの誘導・調整、身近な地域におけ

る市民発意によるまちづくり 

● 地区計画 ● 建築協定 ● 景観協定 

● 「地域まちづくり推進条例」に基づく 

 プラン・ルールづくり 
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（２）都市整備及び市街地開発 

ア 市街地開発事業（市街地再開発事業・土地区画整理事業） 

（ア）市街地再開発事業・土地区画整理事業 

① 市街地再開発事業は、急速な市街化の進行により、都市基盤施設の不足や地区の防災性、商業

活力が低下している駅前地区等において、交通広場や道路等の公共施設を整備するとともに、防

災性の強い共同化した建物の建設により高齢者や子育て支援施設、生活利便施設等の集積を図る

事業です。 

これまでの実績は、昭和 60年に完成した鶴見駅西口地区をはじめ戸塚駅東口地区や上大岡駅西

口地区、最近では平成 24年度に完成した戸塚駅西口第１地区など、主要な鉄道駅前などの２０地

区（表－１参照）で事業が完了し、事業中の地区を合わせた合計は２５地区となっています。 

② 土地区画整理事業は、道路、公園等の公共施設を整備・改善するとともに、土地の区画を整え

宅地の利用の増進を図る事業です。 

本市では、都心部における震災や戦災復興事業や、昭和 30年代の高度経済成長期からは急速な

人口増加に対応するため、郊外部における良好な環境が整った住宅地の供給を中心に役割を果た

し、現在では主に駅前拠点の形成に向けて事業を進めています。 

これまでの実績は、１３５地区（表－２参照）で事業が完了し、事業中の地区を合わせた合計

は１３７地区となっており、事業完了地区の面積６,９０６．２ｈａは、市域の市街化区域面積(約

３３，０２２ha)の約２１％にあたります。 

表－１ 市街地再開発事業実績表                      (平成 26年７月１日現在) 

施行者別 事業完了 事業中 合 計 

地 区 面積（ha） 地 区 面積（ha） 地 区 面積（ha） 

横浜市 5 12.9 0 0 5 12.9 

都市再生機構等 3 2.3 2 5.2 5 7.5 

組合・個人 12 17.3 3  4.3 15 21.6 

合 計 20 32.5 5 9.5 25 42.0 

表－２ 土地区画整理事業実績表                   (平成 26年７月１日現在) 

施行者別 事業完了 事業中 合 計 

地 区 面積（ha） 地 区 面積（ha） 地 区 面積（ha） 

横浜市 28 1,150.6 2 9.2 30 1,159.8 

都市再生機構等 10 2,298.5 0 0.0 10 2,298.5 

組合・個人 97 3,457.1  0 0.0 97 3,457.1 

合 計 135 6,906.2  2 9.2 137 6,915.4 

 

 

 

 

 

 横浜北部新都市中央地区（港北ＮＴ） 
土地区画整理事業（完了） 

戸塚駅西口第１地区 市街地再開発事業（完了） 
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現在、事業中の地区は、市街地再開発事業では長津田駅北口地区、日ノ出町駅前Ａ地区、二俣川

駅南口地区など５地区（表－３参照）、土地区画整理事業では戸塚駅前地区中央と金沢八景駅東口地

区の２地区（表－４参照）となっています。 

表－３ 市街地再開発事業事業中地区一覧             （平成 26年７月１日現在） 

施行者別 地 区 地 区 名 

都市再生機構等 ２ 長津田駅北口地区、北仲通南地区 

組合・個人 ３ 日ノ出町駅前Ａ地区、二俣川駅南口地区、横浜山下町地区 

合 計 ５  
 

表－４ 土地区画整理事業事業中地区一覧             （平成 26年７月１日現在） 

施行者別 地 区 地 区 名 

横浜市 ２ 戸塚駅前地区中央、金沢八景駅東口地区 

合 計 ２  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、鉄道駅前などでは、既成市街地の再生を必要としている地区や、新たな鉄道駅を整備したに

もかかわらず、地区のポテンシャルを生かしきれていない地区は依然として多く、こうした地区では

市街地開発事業によるまちづくりの検討を行っています。 

具体的には、現在、泉ゆめが丘地区、大船駅北第二地区、二ツ橋北部地区では事業化に向けた手続

きが進められているほか、その他の地区でも地域特性に応じた整備水準や地元状況等を適切に見極め

つつ、新たな駅前拠点の形成に向けてまちづくりの検討を進めています。 

このほか、金沢文庫駅東口地区など、事業実施に至っていない地区については、地区の状況等を踏

まえた適切な事業の見直しや、新たな手法によるまちづくりの検討を進めています。 

 
 
 
 
 
 
 

戸塚大踏切デッキ 

戸塚駅前地区中央 
土地区画整理事業（施行中） 

長津田駅北口地区 
市街地再開発事業（施行中）  

 
 
 
 
 
 

トンネル工事 

日ノ出町駅前Ａ地区 
市街地再開発事業（施行中） 
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（イ）市街地開発事業の整備効果 

ａ 整備効果の項目 

市街地再開発事業や土地区画整理事業の実施により得られる様々な整備効果について、「（整

備効果の）項目」とそれに対応する「（整備効果の）指標」を整理し、検証を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 公共施設の整備 

市街地再開発事業や土地区画整理事業によって、都市計画道路や駅前広場、公園等の公共施

設の整備、改善が図られています。主な公共施設の整備状況は以下のとおりですが、この他に

も自転車駐車場や歩行者デッキなども整備しています。 

表－５ 市街地開発事業による公共施設整備実績表               (平成 26年７月現在) 

 

 

 面積 

（※１） 

都市計画道路 駅前広場等 

（※２） 

公園等 

（※３） 

事業区域(A) 約 6,939ｈａ 約 132ｋｍ 39箇所 約 350ｈａ 

市域全体(B) 約 43,517ｈａ 約 451ｋｍ 71箇所 約 1,781ｈａ 

割合(A/B) 約 16％ 約 29％ 約 55％ 約 20％ 

（※１）事業区域：再開発事業完了地区及び区画整理事業完了地区(震災復興を除く 135地区)の合計 

（※２）鉄道駅前の 1,000㎡以上の駅前広場や交通広場、バスターミナル 

（※３）県立公園、広域公園、特殊公園（歴史公園等）、基幹公園（総合公園等）、都市緑地他 

 

ｃ 市民利用施設の整備 

市街地再開発事業において、建物の共同化に伴って様々な市民利用施設を整備しています。

高齢者等を支援する地域ケアプラザや、市民の余暇活動を支援する区民文化センターなど、多

くの市民に利用されています。特に平成 13年度以降では、子育てニーズに対応して駅前保育所

を整備しています。 

表－６ 市街地再開発事業 15地区における市民利用施設整備実績表    (平成 26年７月現在) 

 施設名 駅前保育所 

 

区民文化センター 

公会堂等 

地域ケアプラザ 

福祉保健施設等 

地区センター 

国際交流ラウンジ等 

合計 

 

 施設数 6箇所 7箇所 4箇所 7箇所 24箇所 

 

 《 (整備効果の)指標 》 
 
（１）道路・広場・公園・空地等の公共施設の整備 

（２）耐火建築物の建設 

（３）商業や市民利用施設等の生活利便施設の集積 

（４）住環境の改善や買物のしやすさの向上 

（５）立地特性にあわせた土地の有効利用 

（６）市外から開発地への居住者の転入 

（７）就業人口の増加 

（８）商業の売り上げの増加 

（９）土地利用の増進や人口増加等に伴う市税の増加 

（10）建設投資等による経済活動、地域経済の活性化 

《 (整備効果の)項目 》 
 
◇安全性の向上 

◇防災性の向上 

◇利便性の向上 

◇快適性の向上 

◇土地利用の増進 

◇人口増加 

◇職住近接、雇用確保 

◇商業の活性化 

◇市税増収効果 

◇経済波及効果 
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ｄ 市税収入の増加 

市街地開発事業によって、「建物面積」や「商業・業務床」の増加、「住宅供給」による市

外からの人口流入、「地価の上昇」などにより、市税収入が増加しています。 

主に都市計画事業として施行し、補助金等の市費を導入した事業完了地区、及び事業実施中

の地区の計 28地区を対象とし、平成 23年度に市税の増収効果について試算しました。 

 《市税の増収項目》 

 

 

 

 

表－７ 市街地開発事業地区２８地区の市税増収算定表          (平成 23年７月算定) 

事業地区 施行者 
区域 
【ha】 

完了 
年度 

市税増収 
(年平均) 
【百万円】 

市負担額 
【百万円】 

市費の回収 
想定期間 
【年】 

 野毛町三丁目 ＵＲ 0.7  Ｓ58 30 239 8年 

 鶴見駅西口 市 1.2  S60 38 1,407 39年 

 戸塚駅東口 市 1.8  S61 67 3,341 57年 

 杉田駅東口 組合 0.8  H5 53 526 10年 

 ヨコハマポートサイド 市 4.0  H6 138 10,973 91年 

 上大岡駅西口・駅前 市･個 2.8  H8 481 20,285 45年 

再 二俣川駅北口 組合 0.9  H8 93 758 8年 

開 新子安駅西 組合 4.3  H12 185 1,892 11年 

発 野毛町三丁目北 公社 0.4  H13 8 314 39年 

 東神奈川駅東口 組合 0.8  H13 21 375 18年 

 大船駅北第一 組合 0.6  H13 14 276 20年 

 ヨコハマポートサイドＦ-1 組合 2.0  H15 133 1,606 13年 

 上大岡Ｂ 組合 0.8  H15 73 1,688 23年 

 新杉田駅前 組合 1.9  H16 66 1,258 19年 

 高島二丁目 組合 1.0  H19 48 1,384 29年 

 鶴ケ峰駅南口 組合 1.5  H19 65 760 12年 

 鶴見駅東口 ＵＲ 1.2  H22 31 827 27年 

 上大岡Ｃ南 組合 1.6  H23 148 1,441 10年 

 戸塚駅西口 市 4.3  H24 193 16,400 94年 

 長津田駅北口 公社 2.2  (H25) 58 645 12年 

 日ノ出町駅前Ａ 組合 0.7  (H26) 27 1,038 39年 

 新横浜北部 市 80.5  Ｓ50 7,590 193 1年 

区 瀬谷駅北口 市 8.9  H12 121 3,224 27年 

画 港北ニュータウン ＵＲ 1,340.3  H8,17  21,431 113,527 5年 

整 新横浜長島 市 13.2  H17 360 1,850 5年 

理 みなとみらい ＵＲ 186.0  H18 13,849 83,700 8年 

 戸塚駅前地区中央 市 6.8  (H26) 104 8,738 95年 

 金沢八景駅東口 市 2.4  (H28) 61 4,572 80年 

市税増収(年平均) 合計 45,486  

 

 《税収効果の評価》 

 

 

 

 固定資産税：土地利用の増進、建物規模の増加 

 都市計画税：土地利用の増進、建物規模の増加、（市街化区域への編入に伴う新規課税） 

 個人市民税：市外からの転入者に伴う人口増加 

 法人市民税：商業や業務等の床面積が増加、及び従業員数の増加 

 事業所税 ：商業や業務等の床面積が増加       （ ）：新市街地の区画整理事業のみ 

 全ての地区で大幅な市税の増収効果が得られています。 

 投資した市費は市税の増収によって確実に賄えるとともに、税収増加にも大きく貢

献するなど、本市の安定した都市経営に寄与しています。 
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ｅ 経済波及効果 

市街地開発事業を実施することにより生ずる建設活動に伴う建設の波及効果、及び地区内で

行われる事業活動（商業・業務）の波及効果について、モデル地区で試算しました。 

表－８ 主な市街地開発事業地区の経済波及効果のモデル検討 

事業地区 
（区域面積、完了年度） 

施行者 

建設による 
経済波及効果 
【百万円】 
( )内は 

民間ビルドアップ分 

事業後の 
商業・業務 
床面積【㎡】 

事業後の 
就業者 
【人】 

事業活動による 
経済波及効果 
【百万円/年】 

（参考） 
計画戸数 
または 

計画人口 

再
開
発 

上大岡Ｃ南 
組合 32,984 34,386 約 900 23,748 346戸 

（1.6ha、H23） 

戸塚駅西口 
市 69,427 84,572 約 2,500 65,967 0戸 

（4.3ha、H24） 

区
画
整
理 

新横浜長島 

（13.2ha、H17） 
市 

60,627 

（50,700） 
51,667 約 1,600 42,219 約 900人 

金沢八景駅東口 

（2.4ha、H28予定） 
市 

13,066 

(10,283) 
13,693 約 300 7,916 約 500人 

※建設による経済波及効果は、事業計画の工事費と区画整理の場合は今後の民間建設計画（ビルトアッ

プ）の建設費、事業活動による経済波及効果は、整備床面積に基づく就業者数を需要として、産業連

関表を用いて算出したものです。 

 

 《経済波及効果の評価》 

 

 

 

 開発事業に伴う民間及び行政の建設活動により、市内に大きな経済波及効果が得ら

れます。 

 開発事業完了後、新たに生み出された商業・業務床を使用して行われる事業活動に

より、市内に継続して大きな経済波及効果が生じます。 

 開発後、地区内居住者の消費活動等による市内経済への波及効果もあります。 
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イ まちの不燃化推進事業（旧 いえ・みち まち改善事業の拡充） 

 平成 15年度から、住民との協働により、地域の防災性の向上と住環境の改善を図る「いえ・み

ち まち改善事業」に取り組んできましたが、平成 26年３月に策定した「横浜市地震防災戦略に

おける地震火災対策方針」を受け、今年度から「まちの不燃化推進事業」として拡充し、より一

層の地震火災対策の推進を図ります。 

この事業をはじめ、他局の関連する事業と連携をとりながら、火災に強い都市空間の形成に資

する「防災まちづくり施策」を進めます。 

 現在、「重点対策地域」における建築物の不燃化の推進に向け、新築や建替えの際に耐火性能

の高い「準耐火建築物」※１以上の構造を義務付ける「新たな防火規制」を定める条例の策定と、

「準耐火建築物」以上の新築・建替えや老朽建築物の除却費用の一部補助を行う「不燃化推進補

助」の拡充について、検討を進めています。 

また、狭あい道路拡幅や小広場・公園・防火水槽の整備とともに、地域住民によるまちづくり

協議会の活動支援などを行っています。 

  
※１ 木造の場合は、柱やはり、壁などの建築物の重要な部分をせっこうボードなどの不燃性の材料で覆い、 

一定時間以上は火に耐えられる構造にしたうえで、開口部について網入りガラスなどの防火戸としたもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震火災対策方針における「重点対策地域」・「対策地域」の区域図（案） 

(注)重点対策地域の詳細な区域については、 

「新たな防火規制」の導入に伴う区域等のパブリック 

コメント等の所定の手続きを経て確定します。 

対策地域（案）     約3,990ha 

鶴見、神奈川、西、中、南、保土ケ谷、磯子、 

金沢、港北、戸塚、泉区のそれぞれ一部 

重点対策地域（案） 約1,110ha 

神奈川、西、中、南、磯子区のそれぞれ一部 

 

保土ケ谷区 

青葉区 

都筑区 

港北区 

鶴見区 

緑区 

神奈川区 

旭区 

中区 

南区 

西区 

泉区 

戸塚区 

栄区 

港南区 

金沢区 

瀬谷区 

磯子区 
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ウ 地域まちづくりの推進 

（ア）まちづくりの誘導・調整 

地域課題の解決や魅力向上等を図るため、まちづくりの方針策定や開発計画等の誘導を通じ、地区

の特性に応じたまちづくりを関係区局と連携して推進しています。 

○まちづくりの誘導・調整 

・工場の移転等大規模な土地利用転換や都市計画提案に係る開発計画について、地区計画等を活

用しながら適切に誘導しています。 

・港北ニュータウン地区では、まちづくりのルール内容の見直し等、まちづくり誘導方策の検討

を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○制度活用策の検討 

コンパクトで活力のある郊外部のまちづくりを実現するため、鉄道駅周辺における土地利用転換

に合わせた生活支援機能の誘導など、地区計画の新たな活用策の検討を進めています。 

○都市計画マスタープラン区プラン等の改定 

都市計画マスタープランについては、横浜市では「全体構想」と、「地域別構想」として「区プ

ラン」及び「地区プラン」を設けています。平成２４年度の全体構想の改定を踏まえ、平成３０年

度までに１８区全ての区プランを改定することを目指して、順次進めています。 

都市整備局は、改定主体である区が、上位計画や他の分野別の計画との整合を図った検討を進め

られるよう、技術的な支援や情報提供のほか、関係部署との連携における調整役を担います。 

平成２６年度は１０区※が検討を進めており、このうち緑区及び港北区は、今年度内の改定を目

指しています。 

※ 緑区、港北区、都筑区、泉区、青葉区、西区、戸塚区、瀬谷区、旭区、金沢区（着手順） 

 

【都市計画提案の事例】 

＜新杉田駅南地区（Ｈ25.7都市計画決定）＞ ＜港北ニュータウン地区＞ 

【まちづくり誘導の事例】 
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（イ）市民発意によるまちづくり 

○地域まちづくり活動に対する支援 

身近な地域における市民発意のまちづくりを協働により推進するため、｢地域まちづくり推進条

例」に基づき、地域における組織づくりから、プラン、ルールづくり、事業実施といった、まちづ

くりの各段階に応じて、きめ細かな支援を行っています。 

平成２５年度及び２６年度は、地域発意による地区計画の決定が２地区、建築協定の認可が１１

地区、地域まちづくりプラン又はルールの認定が７地区など、条例を活用したまちづくりが着実に

進んでいます。 

なお、平成２５年度の支援実績は、コーディネーター等の派遣が延べ３５地区、活動費等の助成

が延べ４０地区となっています。また、ＮＰＯなどのまちづくり支援団体が行う地域まちづくりに

関する活動に対して費用の助成を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ヨコハマ市民まち普請事業  

「ヨコハマ市民まち普請事業」は、地域の特性を生かした身近な生活環境の整備（施設整備）

を市民自らが発意し、主体となって実施するもので、平成１７年度から実施しています。 

平成２５年度は、６件の応募に対して、１次コンテスト・２次コンテストを経て３件が選考さ

れ、現在、市民による整備が進められています。 

また、平成２６年度は、７件の応募に対して、６月に開催した１次コンテストで５件が選考さ

れ、現在、２次コンテストに向けた活動が進められています。 

 
 

 

【建築協定】 

＜港北大曽根南台(港北区･H25.9決定)＞ 
 

 

＜平成 26年度１次コンテスト（H26.6）＞ ＜中川駅前中央遊歩道のルネッサンスプロジェクト(H26.3竣工)＞ 

  

＜旧もえぎ野自治会(青葉区･H26.3更新認可)＞ 

【地区計画】 



鶴
見
川

第三京浜

東名高速

首都高速

首都高速

横浜横須賀道路

保土ヶ谷バイパス

横浜新道

横浜環状道路

二俣川
鶴ヶ峰

港北ニュータウン
　　センター

新横浜都心

横浜都心

鶴見

戸塚 上大岡

京浜臨海部

緑の七大拠点及び
郊外の緑の軸

鶴見川軸

ウォーターフロント軸

横浜市の将来都市構造

横浜環状道路

鉄道ネットワーク

横須賀市

逗子市

鎌倉市

藤沢市

大和市

町田市

川崎市

横浜線

根岸線

東海道線

横須賀線

鶴見線

相鉄線

相鉄線

京浜急行
東海道線

東海道新幹線

東横線

田園都市線

小田急

南武線

市営地下鉄

金沢シーサイドライン

京浜東北線

市営地下鉄

みなとみらい線

大船

藤沢

湘南台

大和

町田

新百合ヶ丘

溝の口
武蔵小杉

川崎

登戸

鎌倉

【凡例】

市街地再開発事業

都心

土地区画整理事業

その他

　都心整備・拠点整備位置図

長津田

鶴ヶ峰

二俣川

新横浜

センター南

鶴見

センター北

戸塚

元町・中華街

金沢八景

金沢文庫

綱島

中山

日吉

杉田

上大岡

新杉田

川和町

菊名

あざみ野

ゆめが丘

下飯田

瀬谷
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関内・関外地区

横浜駅周辺地区
みなとみらい21地区

新横浜地区

東神奈川臨海部周辺地区

ヨコハマポートサイド地区

戸塚駅西口第3地区

鶴見駅東口地区

舞岡地区

戸塚駅前地区中央

二ツ橋北部地区

　泉ゆめが丘地区

金沢八景駅東口地区

川和町駅周辺Ｂ地区

川向町周辺地区

鶴ケ峰駅北口地区

瀬谷駅南口第１地区

二俣川駅南口地区

長津田駅北口地区

中山駅南口地区

大船駅北第二地区

金沢文庫駅東口地区

綱島駅東口地区

上大岡Ｃ北地区



　　（平成26年７月１日現在）
進捗
状況

事業手法
参照
ﾍﾟｰｼﾞ

 1-① （仮称）横浜駅西口駅ビル計画 ○ その他 11

 1-② 横浜駅西口五番街地区 ○ 再開発 11

 1-③ 横浜駅西口(幸栄)地区 ○ 再開発 11

 1-④ 横浜駅きた西口鶴屋地区 ○ 再開発 11

 1-⑤ 横浜駅東口地区（ステーションオアシス） ○ 未定 11

 1-⑥ 横浜駅東口臨海地区 ○ 未定 11

ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区  2  ヨコハマポートサイド地区 ◎ その他 12

 3-① 北仲通南地区 ◎ 再開発 12

 3-② 北仲通北地区 ◎ 区画整理 12

 3-③ 日ノ出町駅前Ａ地区 ◎ 再開発 13

 3-④ 初黄・日ノ出町地区 ◎ その他 13

 3-⑤ 横浜山下町地区 ◎ 再開発 13

 4-① 東神奈川一丁目地区 ○ 再開発 13

 4-② 東高島駅北地区 ○ 区画整理 13

新横浜地区  5 新横浜駅南部地区 ○ 未定 13

 6 鶴見駅東口地区 ◎ その他 14

 7 上大岡Ｃ北地区 ○ 再開発 14

 8 二俣川駅南口地区 ◎ 再開発 14

 9 鶴ケ峰駅北口地区 ○ 再開発 14

 10 金沢八景駅東口地区 ◎ 区画整理 15

 11 金沢文庫駅東口地区 ○ 再開発 15

 12 綱島駅東口地区 ○ 再開発等 15

 13 長津田駅北口地区 ◎ 再開発 16

 14 中山駅南口地区 ○ 再開発 16

 15 川和町駅周辺Ｂ地区 ○ 区画整理 16

 16 川向町周辺地区 〇 区画整理 16

 17-① 戸塚駅前地区中央 ◎ 区画整理 17

 17-② 戸塚駅西口第３地区 ◎ その他 18

 18 大船駅北第二地区 ○ 再開発 19

 19 泉ゆめが丘地区 ○ 区画整理 19

 20 二ツ橋北部地区 ○ 区画整理 20

 21 瀬谷駅南口第1地区 ○ 再開発 20

 22 舞岡町土地利用計画 ◎ その他 20

 23 まちの不燃化推進事業 ◎ 住市総・その他 21

－ 地域まちづくりの取組状況 － － 23

 24 まちづくりの誘導・調整 ◎ その他 24

 24 都市計画マスタープラン区プラン等の改定 ◎ その他 24

 25 地域まちづくり活動に対する支援 ◎ その他 25

 25 ヨコハマ市民まち普請事業 ◎ その他 25

※凡例

１　進捗状況 ○・・・事業化推進中

◎・・・事業中

２　事業手法 再開発　・・・ 市街地再開発事業

区画整理・・・土地区画整理事業

住市総　・・・ 住宅市街地総合整備事業

改良    ・・・　住宅地区改良事業

２　市街地開発事業等の進捗状況

地区名等

都
　
心
　
整
　
備

横浜駅周辺地区

関内・関外地区

拠
　
　
点
　
　
整
　
　
備

東神奈川臨海部
周辺地区

防災まちづくり

地
域
ま
ち
づ
く
り

まちづくりの
誘導・調整

市民発意による
まちづくり
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中期に想定される民間開発

 
 

東口臨海地区 
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  １ 横浜駅周辺地区 

④ 

① 

③ 

② 

⑤ 

⑥ 



１　横浜駅周辺地区 平成 9年 4月

平成19年 2月

平成19年 5月

平成22年 6月

平成22年 8月
平成24年11月

平成25年 3月

平成26年 3月

環境影響評価手続き着手
・事業者　　 東日本旅客鉄道(株) 平成23年12月 環境影響評価審査終了

東京急行電鉄(株) 平成24年1月 既存建物撤去工事着手

平成26年9月

②横浜駅西口五番街地区 ・事業手法 昭和62年 4月 再開発準備組合設立
・施行者 組合（予定）
・施行面積 約０.８ha
・権利者数 １９人（借家人を除く）

③横浜駅西口(幸栄)地区 ・事業手法 昭和52年12月 都市計画決定
・施行者 組合（予定） 平成 4年12月 再開発準備組合設立
・施行面積 約１.１ha
・権利者数 ２１人（借家人を除く）

・事業手法 平成22年 5月　再開発準備組合設立
・施行者 組合（予定）
・施行面積 約０．７ha
・権利者数 １２人（借家人を除く）

⑤横浜駅東口地区 ・事業手法 未定 平成18年 5月 協議会設立
　（ステーションオアシス） ・施行者 未定

・施行面積 未定
横浜駅東口地区開発推進協議会

日本郵政（株）
東日本旅客鉄道（株）
京浜急行電鉄（株）
横浜市

・事業手法 未定 平成20年 6月 協議会設立
・施行者 未定 平成26年 6月　　第７回総会
・施行面積 未定
横浜駅東口臨海地区連絡協議会

（株）横浜スカイビル

横浜新都市センター（株）

三菱地所（株）

横浜市

都
　
　
　
　
　
　
　
　
心
　
　
　
　
　
　
　
　
整
　
　
　
　
　
　
　
　
備

・26年度は、「東口のインフラ及び街区開発基
本構想（案）」を受けて、事業の基本計画案の
作成を進めます。  メンバー：

・駅前開発と連携して、駅前広場、デッキ、国
道１号交差点改良、栄本町線支線１号の計
画策定等を進めます。

⑥横浜駅東口臨海地区

・26年度は、「東口のインフラ及び街区開発基
本構想（案）」に基づいた課題整理を行うとと
もに、東口臨海地区の開発事業基本構想（仮
称）の策定を進めます。

　メンバー：

市街地再開発事業（予定）

・平成28年度の都市計画決定を目指して、事
業化を検討中

第一種市街地再開発事業（予定）

・開発計画の都市再生特別措置法の申請期
限である平成28年度を目標に事業化を検討
中

④横浜駅きた西口
　　鶴屋地区

市街地再開発事業（予定）
・26年度は、施設計画等の検討を行います。

・駅ビル開発と連携して、西口地下中央通路
接続事業（馬の背解消）、西口駅前広場改修
整備事業など、都市インフラの設計等を進め
ます。

平成26年3月 都市計画提案
都市計画決定（予定）

①（仮称）横浜駅西口駅ビル計
画

・事業手法　　都市再生特区の都市計画提案 平成22年 8月

・東京オリンピック・パラリンピックが開催され
る平成32年に開業する予定です。

平成25年６月 今後計画を見直すことについ
て事業者が公表。

インフラ基本計画検討
「東口のインフラ及び街区開
発基本構想（案）」策定

「ｴｷｻｲﾄよこはま22駐車場整
備ﾙｰﾙ」対象範囲拡大

インフラ基本計画策定
都市再生安全確保計画策定
鶴屋橋架け替え工事着工

エキサイトよこはま２２（横浜駅周辺大改造計
画）の推進
　
　横浜駅周辺の将来像を見据えたまちづくり
の指針として地元と共有する「エキサイトよこ
はま２２」を21年12月に取りまとめ、22年度か
ら計画実現に向けスタートしています。
　26年度は、西口地下街の接続事業など西
口駅ビル開発と連携した都市インフラの設計
等を進めるとともに、東口では、民間開発（ス
テーションオアシス）の促進及び全体の基盤
整備に係る都市計画決定に向けた計画策定
等を進め、国際競争力強化に資するまちづく
りを推進します。

　国家戦略特区における容積率の緩和等を
活用して、民間ビルの建て替え事業を促進す
ることで、横浜駅周辺を国際的ビジネス拠点
としてリノベーションします（横浜市独自提
案）。

横浜駅周辺地区整備構想の
策定
横浜駅周辺まちづくり懇談会
の開催
第１回　横浜駅周辺大改造
計画づくり委員会

平成21年12月　エキサイトよこはま２２
　　　　　　    （横浜駅周辺大改造計画）策定

第１回エキサイトよこはま22懇
談会

駐車場整備ルール策定
エリアマネジメント協議会（改
称）

まちづくりガイドライン改定

地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況
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３-① ② 北仲通南地区、北地区

12ページの見返し

B-1

A-4

A-3

A-2

A-1

B-2

C

B-3

第２工区区域

北仲通南地区市街地再開発事業区域

（第１工区区域）

下段写真撮影方向

馬車道駅

みなとみらい線

栄本町線

北仲通北地区土地区画整理事業区域

北仲通北地区土地区画整理事業区域

第１工区区域

第２工区区域

北仲通南地区市街地再開発事業区域



 

石川町駅 

関内駅

桜木町駅 

日ノ出町駅

黄金町駅

④初黄・日ノ出町地区

③日ノ出町駅前 A 地区

①北仲通南地区

②北仲通北地区

⑤横浜山下町地区 

３ 関内・関外地区 

12 ページの見返し 



２ ヨコハマポートサイド地区

Ｃ４街区（旧ＹＣＡＴ）

12ページの見返し

横浜駅きた東口駅前広場
（舗装改修工事）

横浜駅ポートサイド人道橋
（ベイクォーターウォーク）

ギャラリーロード
（調査設計）

地区内案内サイン
（修正）

市場大橋



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

・ギャラリーロード 平成25年度 ギャラリーロードの整備
（F2街区前）

平成26年度　　
　 市場大橋撤去を見据えた調査設計（予定）

地区内案内サインの修正委託（予定）

・Ｃ４街区（旧ＹＣＡＴ） 平成26年度
土地利用検討を進めます。

３　関内・関外地区 平成22年 3月

平成22年度 アクションプラン策定
優先的取組の着手

平成24年度 

・関内・関外地区活性化推進計画

平成25年度 ・活性化協議会の運営支援

・水上交通社会実験の実施
・関内・関外地区活性化協議会

平成26年度
・水上交通社会実験の実施

平成27年３月

①北仲通南地区 ・事業手法 第二種市街地再開発事業 平成 2年 8月
・施 行 者 都市再生機構 平成 2年11月
・施行面積 約３.０ha 平成 9年 1月
・権利者数 ４１名（都市計画決定時） 平成 9年11月
・施行期間 Ｈ２年度～Ｈ34年度 平成10年 3月
・総事業費 約２,７９４億円 平成12年 3月
・公共施設 （第一工区施設建築物）
　 都市計画道路栄本町線 平成14年 3月
　　　幅員40ｍ、延長約160ｍ 平成15年 2月
   都市計画道路本町線 　　　　　　
　　　幅員27ｍ、延長約330ｍ 平成16年 2月
   歩行者専用通路、広場 　　　　　　
・建築概要 平成19年 2月

平成20年 3月
平成24年９月
平成25年 3月 新市庁舎整備予定地と決定

業務・商業等 平成32年 1月

平成32年６月

②北仲通北地区 ・事業手法　 土地区画整理事業 平成12年 1月 再開発協議会設立

・施行者 組合 平成16年 5月 北仲通北地区地区計画の

・施行面積 約７.５ha 　　　　　　　 決定、臨港地区解除

・地権者数 ７人 平成19年 8月

・施行期間 Ｈ19年度～Ｈ30年度 平成19年10月

・土地利用計画 商業、業務、住宅等 平成19年12月
平成20年 1月
平成24年 3月

平成25年9月
平成25年10月

平成26年4月
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都市再生機構（H22,3月着手）
事業計画変更（事業期間）
都市計画変更提案を受理
（A-4街区事業者）
地区計画変更都市計画決定

　都心機能の集積と周辺地区と
の回遊性を強化することにより、
関内地区とみなとみらい２１地区
の一体性を高めます。

環境ｱｾｽﾒﾝﾄ手続き終了

地区計画変更都市計画決定

土地区画整理組合設立認可
仮換地指定、基盤工事着手
共同住宅（Ｂ－３街区）完成

延床面積 約44,000㎡ 約164,000㎡

用　　　途 新市庁舎しゅん工（目標）

移転完了・供用開始（目標）

第１工区 第２工区 第2工区敷地譲渡契約締結
敷地面積 約3,700㎡ 約13,600㎡ 事業計画変更

栄本町線全面供用開始
第1工区横浜アイランド
タワー完成
本町交差点地下横断
施設完成
施行規程・事業計画変更

再開発協議会設立

　都心機能の集積と周辺地区と
の回遊性を強化することにより、
関内地区とみなとみらい２１地区
の一体性を高めます。

都市計画決定
環境ｱｾｽﾒﾝﾄ手続き終了
都市計画変更決定
事業計画認可
工事着手

野毛地区県道歩道整備工事
着手　地区の活性化を持続的に図るため、目指す

べきまちの将来像である４つの基本方針と課
題解決に向けた１２の戦略及び優先的取組
(関内駅北口及び周辺の再整備、野毛地区県
道歩道整備、業務機能の再生等)をまとめまし
た。

・関内駅北口関連整備事業
(マリナード地下街BF工事）
着手

　官民連携・地域間連携による地区の活性化
を進めるため、本市を含む15のまちづくり団体
により設立。重点取組として「川の利活用」「集
客プロモーション」「歴史の魅力再生」の実現
方策を検討するとともに、地域活性化の取組
を実施しています。

・活性化協議会の運営支援

野毛地区県道歩道整備工事
及びマリナード地下街BF工
事完了予定

２　ヨコハマポートサイド地区
　都市型住宅を中心とした商業、業務等複合
市街地の形成を図ります。

関内・関外地区活性化推進
計画策定　「関内・関外地区活性化推進計画」の優先

的取組等を進めるとともに、「関内・関外地区
活性化協議会」と連携して、新市庁舎整備を
契機とした地区の活性化の推進に取り組み
ます。

関内・関外地区活性化協議
会設立
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新横浜駅南部地区 新たなまちづくりの考え方(案) 

新 横 浜 駅

● ● ● ● 都市計画道路の見直し  
→現在の地形、宅地の高低、現況道路の位置などを考慮 

新
横
浜
篠
原
線

新横浜南口線 

新横浜南口線 

駅前エリア 
→土地の高度利用等について、地権者と話し合い 
・商業・業務や都市型住宅などの機能集積 
・新横浜駅南北自由通路から篠原口へのバリアフリー化
・駅前広場の整備 

住宅エリア 
→まちづくりにかかる地域活動の支援 
・良好な居住環境の維持保全 
・狭あい道路改善等 

新横浜駅南北自由通路

５ 新横浜駅南部地区 

13 ページの見返し 

北部地区 南部地区 

駅前 5ha 地区 

駅前広場



 4-② 東高島駅北地区 

13 ページの見返し 

 

コットンハーバー 

東高島駅北地区 

中央卸売市場 

ポートサイド地区 

神奈川公園 

周辺の開発状況等 

 

【対象区域】 

「東高島駅北地区まちづくり協議会」が 

設立された区域 

（神奈川区神奈川一丁目、星野町、 

千若町一丁目） 



 

東神奈川駅

東神奈川一丁目地区 

4-① 東神奈川一丁目地区 

仲木戸駅 

東神奈川駅前地区 

優良建築物等整備事業 

平成 16 年完了 

東神奈川駅東口地区 

第一種市街地再開発事業

平成 1４年完了 

13 ページの見返し 



３－⑤ 横浜山下町地区 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

整備計画概要 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

   ※Ｂ－３地区は市街地再開発事業では建築物の整備は実施しません。 

地区名 Ａ地区 Ｂ－１地区 Ｂ－２地区 

敷地面積 約３３００㎡ 約６４００㎡ 約２３００㎡ 

階  数 
地上１８階 
地下２階 

地上１０階 
地下１階 

地上１４階 
地下１階 

高  さ 約７５ｍ 
約５０ｍ 
（アンテナタワーは 
約１１０ｍ） 

約６０ｍ 

主な用途 
 

店舗、事務所、 
ホテル、結婚式場 

神奈川芸術劇場、 
ＮＨＫ横浜放送会館 

店舗、各種学校 
事務所 

位 置 図 

中区山下町４７番１他 
（かながわドームシアター跡地等） 

13 ページの見返し 

開港記念会館

県民ホール 

横浜中華街 

山下公園 

横浜スタジアム
横浜山下町地区

海岸教会通り

本町通り 

Ａ地区 Ｂ-１地区 Ｂ-２地区 

Ｂ-３地区 

旧露亜銀行横浜支店 
（市指定文化財） 

旧横浜居留地４８番館

（県指定文化財） 



３－③ 日ノ出町駅前Ａ地区  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位置図・区域図 

完成イメージ 

概要図 

13 ページの見返し 



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

③日ノ出町駅前Ａ地区 ・事業手法　 第一種市街地再開発事業 平成 9年 8月 準備組合設立
・施 行 者　 組合 平成20年10月 都市計画決定
・施行面積　 約０.７ha 平成23年 １月 組合設立認可
・権利者数　 23人(借家人を除く) 平成24年2月

平成25年1月
平成27年1月

④初黄・日ノ出町地区 平成15年　　 初黄日ノ出町環境
　　　　　　 浄化推進協議会発足
平成17年 1月 県警「バイバイ作戦｣
平成20年4月～ 小規模店舗借上開始
平成20年 9月～ 黄金町バザール開催
平成21年 3月 ＮＰＯ黄金町エリアマネジメ

ントセンター県知事認可
平成21年 4月 黄金町交番開所
平成23年 3月 広報コーナー開設

⑤横浜山下町地区 ・事業手法 第一種市街地再開発事業 平成17年 9月 県が「山下町県有地
・施行者　 個人 　　　　　　 利活用計画」を策定
・施行面積 約１.７ha 平成18年 3月 Ａ、Ｂ-２地区民間事業者選定

・権利者数 6人 平成19年 4月 地区計画の都市計画決定
・施行期間 H19～H27年度 平成19年 7月 事業計画認可
・主な整備 神奈川芸術劇場 平成19年10月 権利変換計画認可

ＮＨＫ横浜放送会館 平成20年 2月 工事着手
旧露亜銀行の保存、活用 平成22年 7月 工事完了(Ｂ-１地区)
４８番館の保存再整備 平成22年11月 神奈川芸術劇場オープン

商業、業務施設 平成23年 1月 ＮＨＫ横浜放送会館オープン

平成26年3月 事業計画変更（事業期間）

①東神奈川一丁目地区 ・事業手法 平成16年 2月 再開発準備組合設立
・施行者　 組合（予定） 平成25年 3月
・施行面積 約０．２ha 平成25年9月　都市計画決定

・地権者数 23人

・事業手法 平成16年
・施行者　 組合（予定）
・施行面積 約１２ha 平成24年 7月

（うち埋立検討面積１．５ha）
・地権者数 12人

新横浜駅南部地区

・事業手法 検討中　
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平成24年12月 駅前エリア権利者に対する
意向調査実施～平成25年3月

平成25年10月 意向調査結果まとめ

平成22年12月 新横浜駅南部地区まちづくり
ミーティング（5回開催）～平成24年4月

平成24年～ 駅前5ｈａ地区まちづくり計画
案説明会（権利者対象）

新横浜駅南部地区まちづくり
懇談会（4回開催）～平成22年3月

平成22年12月 「新たなまちづくりの考え方
(案)」策定

平成23年11月 アンケート調査実施

土地区画整理事業準備組合
設立

平成26年度
・公有水面埋立の事業化に向けた関係機関
協議等を進めます。

・区画整理事業の事業化に当たり、地区内に
ある公有水面の埋立が必要となります。

５　新横浜地区

　市が策定した「新たなまちづくりの考え方
（案）」に沿って、地域との話合いによりまちづ
くりの検討を進めます。

平成20年6月 駅前5ｈａ地区まちづくり協議
会（34回開催）～平成26年6月

平成20年11月

第一種市街地再開発事業（予定）

都市計画市素案説明会開催

平成26年度
・再開発組合の設立認可（予定）

②東高島駅北地区
土地区画整理事業（予定） 東高島駅北地区街づくり協

議会設立

  一部店舗の違法な営業に伴い
環境悪化したまちの浄化を進
め、安全で賑わいのあるまちへ
の再生を目指します。

  地元、警察、行政の連携により、店舗の借
上げをはじめ、環境浄化の取組みを進めま
す。
　・対象面積　　　約１３．０ha
　・店舗借上数　　７３店舗（25年度末）

平成26年8月
　　　　　～１１月

横浜トリエンナーレ、東ア
ジア文化都市構想と特別
連携

　県有地を利活用し、歴史的建
造物の保存とともに、神奈川芸
術劇場とＮＨＫ横浜放送会館等
文化、業務等の複合的機能の
集積を図ります。

４　東神奈川臨海部周辺地区

　野毛地区、ＭＭ21地区、伊勢
佐木町、初黄・日ノ出町地区へ
の玄関口としてふさわしい魅力
ある駅前地区の街づくりを進め
ます。

権利変換計画認可
施設建築物工事着手
施設建築物完成予定
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９ 鶴ケ峰駅北口地区 

位置図 

１４ページの見返し 



８ 二俣川駅南口地区

１４ページの見返し

位 置 図

イメージパース

至 海老名

至 横浜

二
俣
川
駅

旭区 二俣川駅周辺



７ 上大岡Ｃ北地区

１４ページの見返し

位置図

航空写真（平成21年10月撮影）

上
大
岡
駅

西
口
地
区

駅
前
地
区

Ｂ地区

Ａ地区

Ｃ南地区

Ｃ北地区
（検討区域）
（０．８ｈａ）

京
浜
急
行
線



配置図

６ 鶴見駅東口地区

１４ページの見返し

駅前広場完成予想図

駅前広場拡張部

至 川崎至 横浜

再開発事業区域

再開発ビル

京急鶴見駅

駅前広場既存部

ＪＲ鶴見駅

再開発ビル

駅ビル

JR鶴見駅



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

６　鶴見駅東口地区 ・駅前広場既存部再整備概要 平成23年３月
　　 面   積 約9,300㎡ （全体約11,400㎡）
・施行期間 H24年度～H26年度 平成24年11月
・総事業費 約7.7億円

７　上大岡Ｃ北地区 ・事業手法 市街地再開発事業（予定） 平成 4年 7月 再開発協議会設立
・施 行 者 組合（予定） 平成21年 6月 再開発協議会活動を再開
・施行面積 約0.8ｈａ 平成24年 6月 再開発準備組合設立
・権利者数 約20人（借家人を除く）

８　二俣川駅南口地区 ・事業手法 第一種市街地再開発事業 平成14年12月 街づくり研究会設立
・施 行 者 組合 　　　　　　
・施行面積 約１.９ha 平成17年11月 再開発準備組合設立 
・権利者数 38人 平成23年10月 都市計画決定
・施行期間 H24年度～H29年度 平成24年12月　組合設立認可

・総事業費 約３５３億円
・公共施設 交通広場（約4,400㎡）

区画道路（幅員１２ｍ） 平成26年度
・建築概要
　　敷地面積 約17,420㎡
　　延床面積 約114,500㎡
　　用　　　途
　　用　　　途

９　鶴ケ峰駅北口地区 ・事業手法 市街地再開発事業（予定） 平成22年 5月
・施 行 者 組合（予定）
・施行面積 約２.０ha（予定）
・権利者数 約５０人（借家人を除く）

・既存建物の解体工事着手及び再開発ビ
ル工事着手

商業、業務、住宅、公益的施設等

商業、業務、住宅、公益的施設等

再開発事業研究会設立
　既成市街地の再生、市営住宅
跡地の活用などによる駅前の土
地利用の増進や円滑な道路交
通体系や歩行者環境の改善に
向けた総合的なまちづくりを目
指します。

平成26年度
・再開発協議会設立を予定しており、地元の
まちづくり活動を支援

　Ａ地区、Ｂ地区及びＣ南地区と
の回遊性の向上を図り、商業等
の集積による上大岡駅前地区に
ふさわしい、賑わいのあるまちづ
くりを目指します。

平成26年度
・事業化に向け検討中

    交通広場など、交通結節点
機能の強化を図るとともに、商
業・業務等の集積により、市西
部地域の拠点としてふさわしい
まちづくりを推進します。 平成26年3月 権利変換計画認可

  駅前広場を再整備し、バスや
タクシー等の交通の円滑化と駅
利用者の利便性の向上を図り、
駅前にふさわしい快適で賑わい
のある空間を創出します。

駅前広場再整備工事の着手
平成25年度 バスターミナル部分の工事の

実施

平成26年度
・駅前広場再整備の完成に向け、工事を実
施中

拠
　
　
　
　
　
　
　
　
点
　
　
　
　
　
　
　
　
整
　
　
　
　
　
　
　
　
備

都市再生機構による第一種
市街地再開発事業完了
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１１ 金沢文庫駅東口地区

１２ 綱島駅東口地区

１５ページの見返し

位 置 図

位 置 図

至 横浜

至 横須賀

金沢文庫駅東口地区
（約0.6ha）

金沢文庫駅

至 日吉

至 横浜

綱島駅

新綱島駅

綱島駅東口地区
（約4.5ha）



※金沢シーサイドラインの京浜急行駅接続（紫色の箇所）については道路局で事業を実施。
※金沢八景西公園（仮称）（緑色の箇所）については環境創造局で事業を実施。

10 金沢八景駅東口地区

15ページの見返し

N

５街区

区画道路整備

３街区
駅
前
広
場

金
沢
シ
ー
サ
イ
ド
ラ
イ
ン

金
沢
八
景
六
浦
線

区画２号線

１街区

位置図（区画整理事業の２６年度工事等予定図）

２街区

使用収益開始済

４街区

仮設店舗建設

仮設店舗建設

宅地整備

宅地整備

位置図（駅周辺基本計画図）

使用収益開始済擁壁工事 仮設店舗

（せとこみち）



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

10　金沢八景駅東口地区 ・事業手法 土地区画整理事業 昭和59年 8月 金沢シーサイドライン
・施行者 横浜市 都市計画決定
・施行面積 約２.４ha 昭和59年10月 金沢シーサイドライン
・地権者数 ３７人 事業認可
・施行期間 S61年度～H28年度 昭和61年 5月 土地区画整理事業
・総事業費 約９１億円 都市計画決定
・減歩率 15.3%（減歩緩和前 30.2％） 昭和61年12月 土地区画整理事業
・公共施設 事業計画決定
　 国道16号 幅員22ｍ、延長約160ｍ 平成18年 3月 土地区画整理事業
　 都市計画道路金沢八景六浦線 都市計画変更
　 駅前広場 約3,000㎡ 平成19年 3月 土地区画整理事業
　 区画道路 幅員 9～13ｍ 事業計画変更
・計画人口 約500人 平成22年 4月 仮換地指定

平成22年 9月 基盤整備工事着手
平成24年7月 1街区及び2街区の一部

以降 使用収益開始
平成25年3月 金沢八景六浦線半断面・

区画２号線暫定供用開始
平成25年5月 1街区及び2街区の一部

以降 使用収益開始
平成25年6月 仮バスターミナル移設
平成25年10月 仮設店舗（せとこみち）竣工

平成26年7月 金沢八景駅東西自由通路
都市計画決定（予定）

平成26年度
・施行者 横浜市
・施行期間 H25年度～H28年度
・総事業費 約10億円

平成26年度

・施行者 ㈱横浜シーサイドライン
・施行期間 H25年度～H28年度
・総事業費 約22億円

11　金沢文庫駅東口地区 ・事業手法 市街地再開発事業(予定） 昭和63年 4月 再開発準備組合設立
・施行者 未定 昭和63年12月 都市計画決定
・施行面積 約０.６ha 平成 6年11月 東口まちづくり懇談会発足
・権利者数 ２８人（借家人を除く） (東口地区全体対象)

平成22年11月～

平成26年度
・新たな手法によるまちづくりを検討中

12　綱島駅東口地区 ・事業手法 昭和58年  東口再開発協議会設立
・施 行 者 未定 平成 9年 8月 綱島駅東口駅前地区
・施行面積 約４.５ha           準備組合設立
・権利者数 未定 平成16年 6月 準備組合解散

平成20年 1月 地権者会発足
平成25年度

拠
　
 
 
　
　
　
　
点
　
 
　
　
　
　
 

整
　
　
 
 
 
　
　
　
備

　金沢シーサイドラインと京浜急行電鉄の乗換
え円滑化とともに、京浜急行線の東西地区を
連絡する歩行者デッキを整備します。

平成26年度
3・4・5街区の一部の宅地整備、区画道路3・4・
5号線暫定整備、仮設店舗建設、来年度以降
の工事に向けた建物移転

京浜急行駅舎改良（鉄道駅総合改善事業）

・詳細設計を進め、鉄道横断部の工事（基
礎・橋脚工事等）に着手

   仮駅舎で営業している金沢
シーサイドラインの京浜急行金
沢八景駅への延伸とあわせ、
駅前広場や都市計画道路・区
画道路、宅地等を整備するとと
もに、安全で快適なまちづくりを
進めています。

金沢八景駅東西自由通路整備

　金沢シーサイドラインとの乗換え円滑化を
図るため、橋上駅舎を整備します。

・橋上駅舎工事（準備工事、基礎工事等）に
着手

　駅前整備による交通機能の充
実と、地域の活性化を図るまち
づくりを目指します。

計画見直しの検討

市街地再開発事業等（予定）
　相鉄・東急直通線の新駅計画
との整合を図りながら、バスター
ミナル、都市計画道路等の交通
基盤施設を整備するとともに、商
業等の集積を図るなど、駅前に
ふさわしいまちづくりを目指しま
す。

・相鉄・東急直通線の新駅計画と整合したま
ちづくり計画や事業手法等の検討

平成26年5月 新たなまちづくり検討組織
の設立

平成26年度
事業化に向け検討中
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１４ 中山駅南口地区

位 置 図

１６ページの見返し

１５ 川和町駅周辺Ｂ地区

位 置 図

至 東神奈川

至 長津田

北口駅前広場

約2.6ha 中山駅

Ｂ地区

(約6.8ha)



 
 
 
 

  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

１３ 長津田駅北口地区 

１６ページの見返し 

配置図 

航空写真 

駅への歩行者用デッキ 

長津田駅 

ク 

都市計画道路3・4・44 号 
長津田駅北口線（駅前広場）

都市型住宅 商業施設 

2014.5月時点 

駅前広場 

公共駐輪場 
公益施設 

（消防出張所） 

公益施設 

（区民文化センター） 



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

13　長津田駅北口地区 ・事業手法 第一種市街地再開発事業 昭和63年12月 再開発推進協議会設立
・施行者 横浜市住宅供給公社 平成4～6年度 市営住宅の建替え
・施行面積 約２.２ha 平成10年 7月 再開発事業化検討会設立
・権利者数 ６３人 平成15年 5月 再開発権利者協議会設立
・施行期間 H20年度～H26年度 平成19年12月 都市計画決定
・総事業費 約185億円 平成21年 1月 事業計画認可
・公共施設 駅前広場（約6,400㎡） 平成21年10月 権利変換計画認可

街路拡幅、自転車駐車場 平成21年11月 既存建物解体工事着手
（約800台）、歩行者デッキ 平成22年12月 再開発ビル工事着手

・建築概要 平成24年 3月 消防出張所供用開始
敷地面積 約11,600㎡ 平成24年 4月 事業計画変更
延床面積 約45,700㎡ 平成25年 3月 再開発ビルオープン
用　　　途 住宅、商業、 平成25年10月

区民文化センター等

14　中山駅南口地区 ・事業手法 市街地再開発事業（予定） 平成 8年 1月 街づくり協議会設立
・施 行 者 組合（予定） 平成10年 8月 再開発検討会設立
・施行面積 約２.６ha 平成16年 2月 再開発協議会（Ａ地区
・権利者数 ６１人（借家人を除く） 及びＢ地区）設立

平成20年 2月 B地区準備組合設立
　　　　 　　6月 A地区準備組合設立

平成26年５月 Ａ・Ｂ地区の準備組合を統合

15　川和町駅周辺Ｂ地区 ・事業手法 土地区画整理事業（予定） 平成22年 5月
・施 行 者 組合（予定）
・施行面積 約6.8ha
・地権者数 ７８人 平成24年 6月

平成26年度

・事業手法 土地区画整理事業（予定）
・施 行 者 組合（予定）
・施行面積 約２４ha
・地権者数 １０１人 平成19年３月

平成26年6月
平成26年度

準備組合設立

・将来の土地利用計画の検討等、地元組
織の活動を支援

拠
　
　
　
　
　
　
　
　
点
　
　
　
　
　
　
　
　
整
　
　
　
　
　
　
　
　
備

　本市北西部の拠点として、ＪＲ
横浜線、東急田園都市線、こど
もの国線の交通結節点にふさわ
しいまちづくりを目指し、市街地
再開発事業を実施します。

 区民文化センターオープン

平成26年度
・8月に駅前広場と歩行者デッキの供用開始
予定

　ＪＲ横浜線、市営地下鉄グリー
ンラインの交通結節点の駅前商
業地にふさわしい駅前広場整備
や土地の高度利用を進めます。

　市営地下鉄グリーンラインの駅
周辺にふさわしい土地利用に向
け、まちづくりの検討を進めま
す。

「川和町駅周辺Ｂ 地区まちづ
くり協議会」に組織改編

・将来の土地利用の方向性やまちづくりの
検討など、地元組織の活動を支援

　横浜環状道路北西線の整備
にあわせて、インターチェンジ
周辺の土地利用における、中
期計画などの政策的位置付け
を踏まえ、まちづくりの検討を進
めます。

まちづくりグループ「川向町ま
ちづくりの会」が発足

16　　川向町周辺地区 平成17年２月 町内会を中心とした「環状北
西線対策検討委員会」が発
足

平成26年度
・事業化に向け検討中

「川和町駅周辺地区Ｂエリア
土地区画整理検討会」が発
足

－16－



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

 26 年度施工箇所

① 街区番号 

 商業地 

 住宅地 

 公園 

 広場 

17-①戸塚駅前地区中央 

26 年度 
主な工事施工箇所図 

17 ページの見返し 

柏尾戸塚線 

設備・舗装工事 

電線共同溝工事 

１ 

２ 
３

４ 
５

６
７

８
９

12 

10 

11 

13 
14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

ＪＲ線東側 

ＪＲ線西側 宅地造成工事 

歩道橋整備工事 

宅地造成工事 

交差点改良工事 

交差点改良工事 



１７ 戸塚駅周辺地区

位置図

１７ページの見返し

戸塚駅西口第１地区

②戸塚駅西口第３地区

戸塚駅

戸塚駅東口地区

約1.8ha 平成2年3月完了

約4.3ha 平成25年3月完了

約6.8ha

約3.8ha

①戸塚駅前地区中央



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

17　戸塚駅周辺地区

①戸塚駅前地区中央 ・事業手法 土地区画整理事業 昭和37年 3月 都市計画決定
　 ・施行者 横浜市 平成14年 3月 都市計画変更

・施行面積 約６．８ha 平成14年12月 事業計画決定
・地権者数 １７１人 平成17年 6月 柏尾戸塚線工事着手
・施行期間 H14年度～H26年度 平成19年 1月 宅地造成工事着手
　　　　　 （清算期間を除く） 平成19年 3月 事業計画変更
・総事業費 約３７０億円 （事業期間の延長）
・減歩率　 7.49% 平成20年 3月 都市計画変更
・公共施設
　　都市計画道路 平成20年 4月 事業計画変更
　　　3･4･7号柏尾戸塚線 （公園面積の変更）
　　（幅員20ｍ、延長661ｍ） 平成21年３月 事業計画変更
　　区画道路　幅員4.5ｍ～27ｍ （道路線形の変更）
　　立体横断施設等 都市計画変更

（区域の縮小）
平成22年12月 事業計画変更

（公共用地面積の変更）
平成23年 8月 事業計画変更

（資金計画の変更）
平成24年 4月
平成26年 1月

矢部トンネルの丘公園供用開始

戸塚大踏切デッキ供用開始

　戸塚駅周辺地区は、昭和３７年に土地区画
整理事業（約21.8ha）の都市計画決定を行い
ましたが、時代の変化に対応し、地区ごとの
特性に応じた再整備を段階的に行ってきてい
ます。
　このうち、戸塚駅東口地区（約1.8ｈａ）につ
いては平成２年３月に、また、戸塚駅西口第
１地区（約4.3ｈａ）については平成２５年３月
に、それぞれ市街地再開発事業が完了して
います。

拠
　
　
　
　
　
　
　
　
点
　
　
　
　
　
　
　
　
整
　
　
　
　
　
　
　
　
備

（用途地域変更、地区計画決定）

平成26年度
・都市計画道路柏尾戸塚線は、設備・舗装及
び交差点改良工事等を行い、年度末に完成
予定
・３・４・７・９・10街区の一部の宅地造成工事を
行い、年度内に全宅地の整備を完了予定
・国道１号の電線共同溝工事・歩道のバリア
フリー化を実施
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17-② 戸塚駅西口第３地区

位置図

１８ページの見返し

検討対象の市有地の概要

名 称 面積(㎡) 用途地域

旧バスセンター

旧バスセンター横

暫定駐輪場

約 1,420

約 270

約 840

商業地域

商業地域

近隣商業地域

①

②

③



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

 ②戸塚駅西口第３地区 ・地区計画面積 約3.8ｈａ 昭和37年 3月 土地区画整理事業都市計画
・地権者数 約105人 決定
・道路整備概要 平成21年 3月 土地区画整理事業の廃止

・市道戸塚町184号線他道路改良事業 地区計画の決定
　（外周道路） 平成21年 6月 建築物等の制限に関する条例

幅員11ｍ、延長約370ｍ の制定

・市道戸塚町183号線他道路改良事業 平成22年10月 外周道路一部着工
幅員７ｍ、延長約210ｍ 平成23年 4月 外周道路一部暫定開通

・施行期間 H16年度～H27年度 平成24年 4月 横浜市戸塚駅西口第３地区
・総事業費 約19億円 市有地活用検討会議を設置

平成25年 3月 提言書とりまとめ・提出
平成25年 6月 横浜市戸塚駅西口第３地区

市有地活用検討会議を廃止
平成25年8月 企業等との対話実施

拠
　
　
　
　
　
点
　
　
　
　
　
整
　
　
　
　
　
備

　地域の骨格となる道路の整備
を行い、地区計画に基づき親し
みと賑わいのある界隈の創出を
目指し、まちづくりを進めます。

平成26年度
・外周道路の用地買収等を実施
・市有地の活用は、公募を実施し、事業予定
者を決定
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19 泉ゆめが丘地区

位 置 図

１９ページの見返し

下飯田駅

泉ゆめが丘地区
（約23.9ha）

ゆめが丘駅

(下飯田線)



18 大船駅北第二地区

位 置 図

１９ページの見返し

イメージパース

大船駅北第二地区

市街地再開発事業

（約1.7ha）

笠間口

大船駅北第一地区

市街地再開発事業

（平成13年完成）

大船駅北第二地区

地区計画

至 横浜

至 藤沢

ＪＲ大船駅

横浜市

鎌倉市



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

18　大船駅北第二地区 ・事業手法 第一種市街地再開発事業 平成11年 1月 準備組合設立
・施行者 組合(予定） 平成19年10月 「開発構想書(第1回)」が
・施行面積 約１.７ha 提出される。
・権利者数 １３人（借家人を除く） 平成22年12月 「開発構想書(第2回)」が
・施行期間 H26年度～H30年度 提出される。
・公共施設 平成24年 3月 「開発事前協議書」が提出

 3・3・17号下永谷大船線 される
駅前広場　約5,900㎡ 平成25年2月 事業説明会の開催

自転車駐輪場 平成25年4月　 都市計画市素案説明会の
開催

公園　約280㎡
・施設建築物 平成26年度

延べ床面積約59,900㎡
用途：商業、住宅、業務、駐車場等

19　泉ゆめが丘地区 ・事業手法 土地区画整理事業 平成11年 3月 相鉄ゆめが丘駅開業
・施 行 者 組合(予定） 　　          8月 地下鉄下飯田駅開業
・施行面積 約23.9ha 　　　　　　 暫定駅前広場開設
・地権者数 150人 平成19年12月 泉ゆめが丘土地区画

整理組合設立準備会発足
平成20年 4月
平成22年 3月 「開発事前協議書」が提出

される。
平成22年 3月

平成25年 7月

　　　　　　　9月

平成26年6月

平成26年度

「開発構想書」が提出される。

・早期に組合を設立し、事業に着手

拠
　
　
　
　
　
点
　
　
　
　
　
整
　
　
　
　
　
備

　本市有数のターミナル駅であ
る大船駅の拠点性向上のため、
笠間口に接する北側区域につ
いて駅前広場などの基盤整備
や業務・商業の集積、都市型住
宅の整備を進めます。

第１：約600㎡(約870台)、第２：約940㎡
(約740台) 平成26年2月 都市計画決定

「土地区画整理事業施行の
予定区域」の公告

都市計画市素案説明会の
開催

市街化区域への編入や土地
区画整理事業等の都市計画
決定

「都市計画区域の整備、開発
及び保全の方針」において、
「特定保留区域※」として位
置付けられる。

・年内の組合設立認可に向けて調整中

　相鉄線ゆめが丘駅と市営地下
鉄ブルーライン下飯田駅、環状
4号線に隣接した立地特性を活
かした土地利用を図るため、市
街化区域に編入し、駅前広場や
駅へのアクセス道路の整備、商
業施設・都市型住宅などの整備
を目指します。

－19－



２０ページの見返し

２２ 舞岡町土地利用計画

位置図

舞岡町における公園及び墓園整備計画区域
（旧舞岡リサーチパーク第２期地区）

舞岡リサーチパーク第１期地区(完了)

戸塚駅

舞岡駅
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20 二ツ橋北部地区

位置図

二ツ橋北部地区
（約１７２h a）

相鉄瀬谷駅 至 横浜至 大和

環
状

４
号

線

21 瀬谷駅南口第１地区

位置図

相模鉄道線

瀬谷駅北地区

土地区画整理事業
（整備済み）

開発行為完了地区

開発行為
完了地区

至 大和

至 横浜

第1地区

（約1.0ha）

瀬谷駅

三ツ境下草柳線等沿道地区（約７ha）

Ⅱ街区

（約1.3ha）

瀬谷駅南口Ａ地区

（約2.3h a）



地　　区　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

20　二ツ橋北部地区 ・事業手法 土地区画整理事業（予定） 昭和33年 
・施行者 横浜市（予定）
・施行面積 昭和63年度～平成11年度
・地権者数 　瀬谷駅北地区土地区画整理事業(約8.9ha）
・公共施設

都市計画道路 平成22年 3月～平成23年11月
 3・4・14号三ツ境下草柳線
（幅員18ｍ、延長約1100ｍ）
３・５・６号瀬谷地内線
（幅員15ｍ、延長約250ｍ）

平成24年 5月～ 6月、11月～12月

平成25年１月～

 平成26年度

21　瀬谷駅南口第１地区 ・事業手法 市街地再開発事業（予定） 平成 3年 8月 街づくり協議会設立
・施 行 者 組合（予定） 平成 6年10月 再開発研究会設立
・施行面積 約1.0ha 平成11年 3月 再開発協議会設立
・権利者数 ３３名 平成17年 3月 街区別の段階的整備手法

を検討
（参考）Ⅱ街区 平成22年 7月 Ⅰ街区の準備組合設立
・面　　積：約1.3ha 平成24年 5月 Ⅰ街区の準備組合から
・権利者数：33名 「開発構想書」が提出

平成25年6月

平成26年5月、6月
事業者説明会開催

・面　　積 約１５．７ha 昭和61年５月
・施 行 者 平成 ２年９月
・地 権 者 横浜市ほか 　～６年８月

平成 ７年３月

平成24年～

平成25年１月～

平成25年10月

平成26年３月

平成26年７月

拠
　
　
 
 
　
　
　
点
　
　
 
 
　
　
　
整
　
　
 
 
　
　
　
備

土地区画整理事業（約
172ha）の都市計画決定　　昭和33年に土地区画整理事

業を都市計画決定した区域（約
172ha）のうち、「三ツ境下草柳
線等沿道地区(約７ha)」で都市
計画道路と沿道地区の一体的
な整備に向け事業を進め、道路
ネットワークの形成と沿道の土
地利用の増進を図ります。

約７ha(三ツ境下草柳線等周辺地区)

約220人

都市計画道路三ツ境下草柳
線等沿道地区（約7ha）にお
ける都市計画道路と沿道の
一体的な整備に向けた説明
会等を実施

都市計画道路三ツ境下草柳
線等と沿道の一体的整備の
検討

都市計画道路三ツ境下草柳
線等沿道地区（約7ha）の地
権者（220人）の意向把握や
現地測量を開始

 平成26年３月 都市計画道路三ツ境下草柳
線、瀬谷地内線等の都市計
画変更の説明会を開催

・都市計画道路三ツ境下草柳線等の都市計
画変更
・三ツ境下草柳線等沿道地区のうち、一部区
域で事業着手予定

　　商業施設や都市型住宅の集
積、駅前広場等の公共施設の
整備により、本市の西の玄関口
としてふさわしいまちづくりを目
指します。

A地区Ⅰ街区から地区名変更

平成26年度
・年度内の都市計画決定を目指し、地元や関
係機関と調整中

22　舞岡町土地利用計画 舞岡ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ構想方針決定

土地開発公社から公園用地
の一部(約７ｈａ）を取得

土地開発公社解散
（～６月30日まで清算法人）

清算法人解散、残りの土地は
市に帰属

平成26年度
・公園の都市計画決定、墓園の経営許可の
手続きに向け、環境創造局、健康福祉局とと
もに、土地利用計画案を確定し、地元調整を
実施

　　旧土地開発公社が所有して
いた土地（約１５．７ha）につい
て、緑の保全と活用を基本に、
公園と墓園の整備を進めます。

横浜市（環境創造局、健康福祉局）
舞岡ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ第１期事業

舞岡ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ第２期事業用
地取得（土地開発公社で先
行取得）

舞岡ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ第２期の土地
利用計画見直しに向けた庁
内検討開始

地元町内会や周辺住民等へ
の説明開始

－20－



 

 

重点対策地域（案）の区域図 
 

まちの不燃化推進事業 

神奈川区（約 310ha） 西区（約 180ha） 

中区（約 230ha） 

南区（約 230ha） 磯子区（約 160ha）

21 ページの見返し 

(注)詳細な区域については、「新たな防火規制」の導入に伴う区域等のパブリックコメント等の所定の手続きを経て確定します。



保土ケ谷区 

青葉区 

都筑区 

港北区 

鶴見区 

緑区 

神奈川区 

旭区 

中区 

南区 

西区 

泉区 

戸塚区 

栄区 

港南区 

金沢区 

瀬谷区 

磯子区 

 

 

まちの不燃化推進事業における防災まちづくりの取組状況 

位置図（２６年度） 

21、22 ページの見返し

⑪唐沢･平楽･八幡町

①市場西中町

⑥東久保町

⑦西戸部町 

⑧本郷町３丁目 

 

④浦島町・子安通

⑩三春台 

⑭金沢南部 

⑬滝頭・磯子 

 

⑨北方町 

⑮金沢 

②潮田･本町通 

③下野谷町 1･2 丁目 

⑯鶴見小野駅周辺 

⑤六角橋商店街

⑫井土ケ谷上町

凡 例 

地域住民によるまちづくり協議会

の活動支援を行っている地区等 

※ 平成 26 年 7 月１日現在 

  重点対策地域（案） 

  対策地域（案） 
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23　まちの不燃化推進事業 ＜今後の予定（建築物の不燃化）＞
～平成26年9月

平成26年10月

平成26年12月

平成27年度 「新たな防火規制」の導入

・地区名 ①市場西中町地区（鶴見区） 平成15年11月 勉強会開始
・地区面積 約6.1ｈａ 平成16年11月 協議会設立
・町内会等 市場西中町自治会 平成18年 1月 組織認定
・世帯数 約700世帯 平成19年 7月 防災まちづくり計画策定

平成20年 1月 プラン認定
平成20年度

・地区名 ②潮田・本町通地区（鶴見区） 平成 5年 7月 事業計画大臣同意
・地区面積 約54.3ｈａ 平成 9年 6月

平成11年11月 まちづくり構想策定
平成16年 8月

平成26年 3月 住宅市街地総合整備事業
区域変更

・地区名 ③下野谷町1・2丁目地区（鶴見区） 平成24年６月 勉強会開始
・地区面積 約9.0ha

・地区名 平成15年12月 勉強会開始(浦島町 約1.1ha)
・地区面積 約7.4ｈａ 平成17年12月 協議会設立（浦島町）
・町内会等 浦島町町内会 平成21年 9月

子安通一丁目連合自治会
・世帯数 約140世帯（浦島町町内会） 平成23年度

・地区名 ⑤六角橋商店街地区（神奈川区） 平成24年２月 勉強会開始
・町内会等 六角橋商店街連合会 平成25年４月 ルール認定（1-11区域）
・地区面積 約1.6ｈａ 組織認定

平成26年4月　　ルール認定（全体区域）
・地区名 ⑥東久保町地区（西区） 平成15年12月 勉強会開始

・地区面積 約20.4ｈａ 平成17年 7月 協議会設立

・町内会等 東台会、東朋会、東睦会 平成18年10月 組織認定
・世帯数 約1,670世帯 平成19年12月 防災まちづくり計画策定

平成20年 4月 プラン認定
平成20年度

・地区名 ⑦西戸部町地区（西区） 平成16年 7月 勉強会開始

・地区面積 約18.2ｈａ 平成18年 6月 協議会設立
・町内会等 西戸部２丁目第１自治会 平成20年 6月 防災まちづくり計画策定

羽沢西部自治会 平成20年 7月 プラン認定・組織認定
・世帯数 約1,370世帯 平成21年度

・地区名 ⑧本郷町３丁目地区（中区） 平成17年 3月 勉強会開始
・地区面積 約17.4ｈａ 平成18年11月 協議会設立
・町内会等 本郷町３丁目第１町内会、 平成20年 3月 防災まちづくり計画策定

本郷町３丁目第２町内会 平成20年12月 プラン認定・組織認定

・世帯数 約1,050世帯 平成21年度

住宅市街地総合整備事業着手

住宅市街地総合整備事業着手

住宅市街地総合整備事業着手

●建築物の不燃化
　重点対策地域において、「新たな防火規制」の
導入と「不燃化推進補助」との連動により、建築
物の不燃化を推進します。

 ・重点対策地域（案）の面積　約1,110ha
　※詳細な区域、面積は、パブリックコメント等を
経て確定

●狭あい道路拡幅、小広場、防火水槽の整備な
ど
　重点対策地域及び対策地域（防災まちづくり計
画策定地区等に限る）において、狭あい道路の
拡幅や、小広場・公園、防火水槽の整備を行い
ます。

●防災まちづくり活動の支援
　地域住民による防災まちづくり計画の策定及び
運用の支援を行います。

「新たな防火規制」案のパブ
リックコメントの実施

住宅市街地総合整備事業着手

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

防災まちづくり計画策定(浦島町)

④浦島町・子安通地区(神奈川区)

「不燃化推進補助」の対象地
域の拡大

「不燃化推進補助」の補助率
の拡充

「新たな防火規制」の条例案
の上程

防
　
　
　
災
　
　
　
ま
　
　
　
ち
　
　
　
づ
　
　
　
く
　
　
　
り

プラン認定・組織認定(浦島町)

住宅市街地総合整備事業着手

鶴見潮田・本町通街並み誘導
地区地区計画策定(3.7ha)

潮田・本町通まちづくり協議会
設立(20.0ha)

平成21年11月
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事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

23　まちの不燃化推進事業 ・地区名 ⑨北方町地区（中区） 平成24年６月 勉強会開始
・地区面積 約8.0ｈａ 平成25年６月 協議会設立
・町内会等 北方町１丁目町内会、 平成2６年４月 プラン認定・組織認定

北方町２丁目町内会 平成２６年度 住宅市街地総合整備事業着手

・世帯数 約830世帯

・地区名 ⑩三春台地区（南区） 平成16年 7月 勉強会開始

・地区面積 約22.7ｈａ 平成18年10月 三春の丘応援隊設立
・町内会等 三春台東町内会、 平成20年11月

三春台町内会
・世帯数 約1,500世帯

平成23年度

・地区名 ⑪唐沢・平楽・八幡町地区（南区） 平成15年 5月 協議会設立
・地区面積 約40.2ｈａ 平成16年10月 事業計画大臣同意
・町内会等 唐沢協力会、南唐沢会、

平楽会、八幡町第１会、
八幡町第２睦会

・世帯数 約3,000世帯
・事業期間 H16年度～H25年度

・地区名 ⑫井土ケ谷上町地区（南区） 平成26年４月　　勉強会開始
・地区面積 約15.1ｈａ
・地区名 ⑬滝頭・磯子地区（磯子区） 平成15年10月 勉強会開始
・地区面積 約38.9ｈａ 平成17年 6月 協議会設立
・町内会等 滝頭岡町町内会（一部） 平成18年 5月 組織認定

広地町内会、禅馬町内会、 平成19年 6月 防災まちづくり計画策定
室之木町内会（一部）、 平成19年10月 まちづくりプラン認定
中浜町内会、禅馬自治会、 平成20年度 
磯子山手町内会（一部）

・世帯数 約2,600世帯
平成24年３月 

平成26年4月 まちづくりプラン認定変更
・地区名 ⑭金沢南部地区（金沢区） 平成15年10月 勉強会開始
・地区面積 約47.6ｈａ ※その後勉強会活動は休止となる

・町内会等 寺前東町町内会、 平成18年 5月 勉強会再開
寺前西町町内会、 平成20年 8月 協議会設立
金沢町町内会 平成22年 9月 防災まちづくり計画策定

・世帯数 約3,470世帯 平成22年11月 組織認定・プラン認定

平成23年度 

・地区名 ⑮金沢町地区（金沢区） 平成24年５月 勉強会開始
・地区面積 約52.7ｈａ 平成25年9月 協議会設立
・町内会等 町屋町内会、平潟町内会、

平潟南部町内会、洲崎町内会、

洲崎東部町内会

・世帯数 約4,100世帯

・地区名 ⑯鶴見小野駅周辺地区（鶴見区） 平成20年 2月 居住者、就業者アンケート
平成20年度～

平成23年 2月 周辺居住者等にアンケート
平成23年 3月 鶴見工業高校閉校
平成23～

　住宅市街地総合整備事業（拠点型、密集型） 25年度
平成26年度

・面積 約2.3ｈａ（鶴見工業高校跡地）

　鶴見工業高校の跡地を活かし、防災性の向上
や活性化などの地域課題の解決に向けたまちづ
くり方策の検討を進めます。

平成22年 2月
平成22年 3月 プラン認定・組織認定

三春の丘まちづくり協議会
設立

防災まちづくり計画策定

住宅市街地総合整備事業着手

住宅市街地総合整備事業着手

住宅市街地総合整備事業着手

平成21年 9月 浜マーケット地区地域まちづく
りルール認定

防
　
　
　
災
　
　
　
ま
　
　
　
ち
　
　
　
づ
　
　
　
く
　
　
　
り

土地利用の具体化に向け　調
整
校舎解体工事、土壌調査、通
り抜け通路測量・設計、全体
土地利用等調整　等

まちづくり検討会を発足させ、
検討

滝頭･磯子地区地域まちづくり
ルール認定



 

 

▲

●

●

●

●

 

地 域 ま ち づ く り の 取 組 状 況 位 置 図 （平成２５・２６年度） 
 

都市計画提案、地区計画、建築協定、地域まちづくりプラン、地域まちづくりルール、ヨコハマ市民まち普請事業

23 ページの見返し 

凡 例 

都市計画提案      ● 

地区計画  実 績   ● 

      手続中   ● 

建築協定  実 績   ★ 

      手続中   ★ 

地域まちづくりプラン  ▼ 

地域まちづくりルール  ▲ 

ヨコハマ市民まち普請事業  ◎ 

 

 

※ 平成 26 年 7 月１日現在 

 

 

 

★

港北ニュータウンせきれい台 

三井杉田台 皇谷台 

もえぎ野北 

旧もえぎ野自治会 

あかね台一丁目 C 

 ★★ 

★ 

★
★ 

★

港北ニュータウンつづき野

●

大船駅北第二 

●

●

港北大曽根南台 

●

●

北仲通北 

●

東神奈川一丁目

★

柳町

★

★

ウッドパーク金沢文庫住宅 

金沢文庫パークタウン

★
山下 

★港南富士見台 

★

東戸塚グリーンタウン

▼ 

▲ 六角橋商店街 

六角橋１丁目３１、３２

◎
瀧乃川源流の 

湧！優！悠！防災井戸作り

◎

中川駅前中央遊歩道の 

ルネッサンスプロジェクト 

◎

夢・街のナビゲート 

大倉山コンシェルジュパーク

◎ 

戸塚に新しい親子の居場所 

「ひろばカフェ」をつくろう 

★ 

美しが丘住宅 B

★

たちばな台 

★

新石川二丁目Ｃ

★ 

藤和フレッシュタウン上大岡 

●
伊勢佐木町１・２丁目 

●

ＥＸＹ２２横浜駅西口駅前・鶴屋町

 
山手 

 
新杉田駅南

●

上郷猿田 

▼

北方町

▼

滝頭・磯子 

＊なお、上記の他、現在支援中の地区は57地区となっております。

▼新桜ケ丘二丁目 

▲

メール・ド磯子 

金沢幸浦二丁目ＭＤＣ 



支援中

地域まちづ
くりプラン

地域まちづ
くりルール

ヨコハマ市民
まち普請事業

実 績
(６地区)

手続中
(２地区)

実 績
(11地区)

手続中
(６地区)

実 績
(４地区)

実 績
(３地区)

実 績
(４地区)

鶴見 3

六角橋商店街 ◇

六角橋１丁目３１、３２ □

東神奈川一丁目 ○

瀧乃川源流の
湧！優！悠！防災井戸作り※ ○

西・神奈川 EXY22横浜駅西口駅前・鶴屋町 ○ ○ 4

伊勢佐木町１・２丁目 ◇
地域発意

北仲通北 ○ ◇

山手 ○ ◇

北方町 ○

南 藤和フレッシュタウン上大岡 □ 4

港南 港南富士見台 □ 4

東戸塚グリーンタウン □

新桜ケ丘二丁目 ○

旭 1

新杉田駅南 ○ ○

メール・ド磯子 ○

三井杉田台 □

滝頭・磯子 ◇

柳町 □

金沢文庫パークタウン □

金沢幸浦二丁目ＭＤＣ ◇

ウッドパーク金沢文庫住宅 □

港北大曽根南台 ○
地域発意

夢･街のナビゲート
大倉山コンシェルジュパーク※ ○

緑 山下 ○ 3

もえぎ野北 □

旧もえぎ野自治会 □

美しが丘住宅Ｂ □

たちばな台 □

あかね台一丁目Ｃ ○

新石川二丁目Ｃ □

港北ニュータウンせきれい台 □

港北ニュータウンつづき野 □

中川駅前中央遊歩道の
ルネッサンスプロジェクト※ ○

皇谷台 □

戸塚に新しい親子の居場所
｢ひろばカフェ」をつくろう※ ○

大船駅北第二 ○

上郷猿田 ☆

泉 1

瀬谷 0

地域まちづくりの取組状況（平成25･26年度）

区名 地　区　名※
地区計画

1

8

栄

戸塚

3

1

都筑

青葉 4

港北

建築協定

神奈川

地区数
(５７地区)

4

金沢

実 績 等（４１地区）

都市計
画提案

(５地区)

2

3保土ケ谷

【凡例】□：更新、◇：変更、☆：提案手続中
 地区計画等については、地域発意によるものだけでなく､市街地開発事業等に伴う実績も掲載しています。
 ※まち普請については｢提案名｣を記載しています。

中 7

磯子 4

－23－ 
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24　まちづくりの誘導・調整

・都市計画提案制度

・地区名 港北ニュータウン地区（都筑区） 平成21年度

平成24～
26年度

・地区名 田園都市線沿線（青葉区）

平成24年
４月19日

都筑

港北

○まちづくりの誘導・調整

-

平成24年
１月13日

-

市が尾、藤が丘、青葉台の３
駅で計画を策定し、区内７駅
すべてで計画を策定

平成26年
３月13日

　

　まちづくりのルール内容の見直し等、まち
づくり誘導方策の検討を進めます。

状　況

タウンセンターにおけるエリア
マネジメント組織設立に向け
た活動を支援

・エリアマネジメントの導入に
向けた検討を実施
・街づくり協議等ルール見直
しに向けた検討を実施

※着手順

青葉

泉
改定素案を作成中。平成26年度
中にまとめる予定。

平成25年度 計画を地域へ周知するため、
シンポジウムを開催

金沢

改定の方針を検討中。平成26年度
中に改定素案作成に着手予定。

瀬谷

平成24年度

検討状況（平成26年７月１日現在）

改定素案の意見募集結果を踏ま
え、改定原案作成中。平成26年度
中に改定する予定。

緑

平成23年度

区名※

提案手続中

平成26年４月15日
都市計画決定

都市計画手続中

都市計画手続中

○都市計画マスタープラン
   区プラン等の改定

平成22年度

平成26年度は改定の方針を検討
する予定。

たまプラーザ、あざみ野、江
田、田奈の４駅で計画策定

戸塚

西

改定素案意見募集中（７/18まで)。
平成26年度中に改定する予定。

改定素案を作成中。平成26年度
中に公表する予定。

旭

　都市計画マスタープランは、都市計画法に
基づく都市計画の基本方針です。横浜市で
は、平成11年度に全体構想を、平成11年度か
ら平成17年度に18区の区プランと5つの地区
プランを策定しました。
　現在、平成25年３月の都市計画マスタープ
ラン全体構想改定を踏まえ、平成30年度まで
にすべての区プランの改定を目指し、区の実
状に応じて順次進めています。

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

地
　
　
　
域
　
　
　
ま
　
　
　
ち
　
　
　
づ
　
　
　
く
　
　
　
り

上郷
猿田
（栄区）

EXY22横
浜駅西口
駅前 ･鶴屋
町（西･神
奈川区）

山手
（中区）

北仲通
北
（中区）

　都市計画法又は都市再生特別措置
法に基づく都市計画提案案件の相談・
調整を行っています
（手続きは建築局）。

　

　駅周辺のまちづくり計画を策定しました。

相談書受理
提案書受理

平成25年７月５日
都市計画決定平成24年

４月２日

タウンセンター地区のまちづ
くり協定の改訂

地区名

平成25年
10月25日

平成25年
12月13日

平成25年
10月21日

平成26年
１月17日

新杉田
駅南
（磯子区）



  

 

 
  

 

 

区 組織名 組織認定 プラン認定 ルール認定 

鶴見 鶴見区市場西中町まちづくり協議会 平成18年1月13日 平成20年１月15日 ※1 ― 

神奈川 浦島町まちづくり協議会 平成21年11月25日 平成21年11月25日 ※1 ― 

 大口通商店街協同組合 平成20年１月15日 ― 
平成20.年 1月15日 ※2 
(平成24年3月23日変更) 

新子安まちづくり推進委員会 平成23年11月25日 平成23年11月25日 ― 

六角橋商店街連合会 
平成25年4月5日 

（平成26年 4月 4日変更） 
― 

平成25年4月5日 
（平成26年4月4日変更） 

西 東久保町夢まちづくり協議会 平成18年10月25日 平成20年4月4日 ※1 ― 

 一本松まちづくり協議会 平成20年8月5日 平成20年8月5日 ※1 ― 

中 馬車道商店街協同組合 平成20年9 月25日 ― 平成20年9月25日 ※2 

 住みよいまち・本郷町３丁目地区協議会 平成20年12月15日 平成20年12月15日 ※1 ― 

 元町自治運営会 平成21年9月4日 ― 平成21年9月4日 ※2 

 協同組合 元町エスエス会 平成21年9月4日 ― 平成21年9月4日 ※2 

 商店街振興組合 
元町クラフトマンシップ・ストリート 

平成21年9月4日 ― 平成21年9月4日 ※2 

米軍根岸住宅地区返還・まちづくり協議会 ※3 平成24年7月25日 ― ― 

わがまち北方防災まちづくり協議会 平成26年4月4日 平成26年4月4日 ※1 ― 

南 三春の丘まちづくり協議会 平成21年3月25日 平成22年3月25日 ※1 ― 

 お三の宮通りまちづくり委員会 平成22年11月25日 平成22年11月25日 ― 

港南 丸山台自治会 平成22年8月25日 ― 平成22年8月25日 ※2 

保土ケ谷 新桜ケ丘二丁目地区まちづくり協議会 平成25年4月5日 平成25年 5月2日 ― 

磯子 
滝頭・磯子まちづくり協議会 平成18年5月25日 

平成19年10月25日 ※1 
(平成26年4月 4日変更) 

平成21年9月4日 
平成24年3月23日 ※4 

メール・ド磯子まちづくりルール運営委員会 平成25年4月5日 ― 平成25年4月5日 

金沢 横浜金沢産業連絡協議会 平成22年3月25日 ― 平成22年3月25日 

協同組合 
横浜マーチャンダイジングセンター 

平成22年3月25日 
― 
 

平成22年3月25日 ※2 
(平成25年4月5日変更) 

寺前東町・寺前西町・金沢町まちづくり協議会 平成22年11月25日 平成22年11月25日 ※1 ― 

港北 大倉山エルム通り街づくり委員会 平成24年3月23日 ― 平成24年3月23日 

緑 山下地区安全・安心まちづくり協議会 平成26年4月4日 平成26年4月4日 ― 

青葉 荏田北二丁目自治会住環境委員会 平成18年1月13日 ― 
平成18年 1月13日 ※2 
(平成19年4月13日変更) 

栄 湘南桂台自治会 平成21年11月25日 ― 
平成21年11月25日 ※2 
(平成24年7月25日変更) 

合計 27団体 13件 15件 

※1 いえ・みち まち改善事業（平成26年度からは「まちの不燃化推進事業」）における防災まちづくり計画 

※2 地区計画を併用している地域まちづくりルール（該当地区数：９地区（認定終了地区を除く）） 

※3 区域は中区、南区、磯子区にまたがっている（登録上は連絡先がある磯子区）。 

※4 ２つのルールを策定  内訳）平成21年度策定：浜マーケット地区、平成23年度策定：滝頭・磯子地区 

 

  

年度（平成） 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 合計 

整備件数 － ７ ５ ３ ５ ５ ４ ３ ３ ３※ 38 

応募件数 31 20 10 10 ８ ８ ６ 10 ６ ７ 116 

 
25ページの見返し 

25 市民発意によるまちづくり 

地域まちづくり推進条例に基づく組織・プラン・ルール認定の状況 
（平成 26年７月１日現在） 

ヨコハマ市民まち普請事業の整備件数と応募件数の状況 

※整備中の件数を含む 
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25　市民発意によるまちづくり
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【平成25年度整備実績】
　

・瀧乃川源流の湧！優！悠！防災井戸作り
（団体名：瀧乃川保存を考える会 / 神奈川区
片倉２丁目 / 助成額60万円）
　滝野川（瀧乃川）源流の湧水部に井戸を設
置し、災害時の生活用水として活用する。
 

・夢・街のナビゲート 大倉山コンシェルジュ
パーク
（団体名：大倉山に地域交流拠点をつくる会 /
港北区大倉山２丁目 / 助成額476万円）
　活用しきれてない商店会事務所を活かして、
地域活動の拠点として整備する。
　
・中川駅前中央遊歩道のルネッサンスプロジェ
クト
（団体名：NPO法人 ぐるっと緑道 / 都筑区中
川１丁目 / 助成額475万円）
　活気を失いつつある駅前商業地区を、地域
住民が育てる遊歩道として再整備する。

【平成26年度整備実績】
 

・戸塚に新しい親子の居場所「ひろばカフェ」
をつくろう
（団体名：NPO法人こまちぷらす /戸塚区戸塚
町 / 助成額500万円）
　孤立しやすい育児中の母子向けのカフェを
整備し、地域活動の拠点とする。
※他に２件の整備、５件の活動助成の予定有

 
【目的】
　市民のみなさんが地域の特性を生かした身
近な生活環境での施設（ハード）整備を、自ら
主体となって発意し実施することで、市民主体
のまちづくりを推進します。
 
【概要】
　市民のみなさんからハード整備に関する提
案を募集し、二段階の公開コンテストで選考さ
れた提案に対して上限500万円の整備助成金
を交付します。

【平成25･26年度の実績】
　

　・地区計画（地域発意のみ）
　　　決　定　新規：１地区
　　　　　　　変更：１地区
　・建築協定
　　　認　可　更新：11地区
　　　手続中　新規：１地区
　　　　　　　更新：５地区
　

　・地域まちづくりﾌﾟﾗﾝ･ﾙｰﾙ
　　　認　定　新規：４地区
　　　　　　　変更：３地区
 

【平成25年度支援内容】(重複あり)
 

　　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等単発派遣：26地区
　　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等年間派遣：９地区
　　活動費の助成　　　 ：36地区
　　事業費の助成     　：４地区
 

【現在支援中の地区】(手法別)
 

　　地区計画　　  ：３地区
　　建築協定　　  ：17地区
　　地域まちづくりﾌﾟﾗﾝ･ﾙｰﾙ：27地区
　　まち普請　　  ：７地区
　　その他　　　  ：３地区 (計57地区)
 

 《現在の地区数等》
 

　・地区計画 ： 24地区（地域発意のみ）
　・建築協定 ：179地区
　・地域まちづくりﾌﾟﾗﾝ･ﾙｰﾙ：27地区
　

　・地域まちづくり推進条例に
    基づく登録・認定
　　　グループ登録： 99団体
　　　組織認定　　： 27団体
　　　プラン認定　： 13件
　　　ルール認定　： 15件
 

　・専門家の登録
　　　まちづくりｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：76名
　　　まちづくり支援団体 ：10団体

○ヨコハマ市民まち普請事業

○地域まちづくり活動に対する
支援

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要 経過・進捗状況

　身近な地域における市民発意のまちづくりを
推進するため、地域における組織づくり、プラ
ンやルールづくりなどのまちづくり活動に対
し、「まちのルールづくり相談センター」と区役
所の「まちのルールづくり相談コーナー」とが
連携して、様々な支援を行っています。

 ・普及・啓発活動
　　 　「地域まちづくり白書」や「支援制度パン
　　フレット」などの配布等により、地区計画や
　　建築協定、「地域まちづくり推進条例」に
　　基づくプラン・ルールづくり、支援制度に
    ついてのPRを行っています。また、地域
    からの希望に基づき、職員による「出前
    塾」を実施しています。

 ・相談業務
　　　地域まちづくりに関する市民のみなさん
    からの相談について、都市整備局及び区
    役所で受け付けています。

 ・専門家派遣(ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等単発派遣･年間派遣)

　　　市民のみなさんが主体的に行うプラン・
    ルールづくりなどの検討活動を対象として、
    まちづくりの専門家（まちづくりコーディネ
   ーター等）の派遣などによって、積極的に
   支援しています。

 ・活動費の助成
　　　地域におけるまちづくり活動に必要な経
　　費（ニュースの印刷費等）の一部を助成し
　　ています。（上限年間30万円、助成率4/5）

 ・事業費の助成
　　　地域が「地域まちづくりプラン」等に基づ
　　き進めるまちづくりの整備費を助成してい
　　ます。（上限年間500万円、助成率9/10以
　　内）
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３　みなとみらい２１事業の進捗状況 平成26年7月1日現在

（１）全体概要
計　画　概　要 経　過　・　進　捗　状　況

【土地利用計画】

　全体　　　　　　　　　　　     　　 　　　１８６ｈａ

　　・宅地（業務・商業・住宅など）　    ８７ｈａ

　　・道路・鉄道用地　　　　　　　　　    ４２ｈａ 就業人口　約９万３千人（平成25年12月末）

　　・公園・緑地など　　　　　　　　　     ４６ｈａ 居住人口　約７,７００人（平成26年５月末）
　　・ふ頭用地　　　　　　　　　　　　      １１ｈａ 事業所数　約１,７２０社（平成25年12月末）

来街者数　年間約７,２００万人（平成25年）

【計画人口】
　就業人口　　１９万人
　居住人口　　　１万人

（２）基盤整備及び関連事業
事　業　概　要 経　過　・　進　捗　状　況

施 行 者：独立行政法人 都市再生機構
　　　　　　　（旧 都市基盤整備公団）
施行面積：約１０１．８ｈａ
施行期間：昭和５８年度～平成２２年度
　　　　　　　　（清算期間５年を含む。） 平成23年３月　事業完了
総事業費：約１，７６６億円

埋立造成面積（市施行）：約７３．９ｈａ 新港地区　　平成10年３月　事業完了
中央地区　　約９９％完了

進捗率　約８１％
汽車道　　　　　 平成９年７月　供用開始
新港パーク　　　平成13年４月　供用開始
臨港幹線道路　平成25年3月　一部供用開始
臨港パーク　を引き続き整備中（一部供用）。

みなとみらい大橋　平成９年７月　供用開始
北仲橋　　　　　　　 平成９年７月　供用開始
桜木町立体交差　 平成９年７月　事業完了
野毛ちかみち　　平成１１年４月　供用開始

総延長 約７．０km(港湾整備事業分含む)
平成15年度　完成

平成元年３月　供用開始
（延長約２３０m、幅員１２m）

街路事業

土地区画整理区域内に整備する公共下水道
のうち、一定管径以上の下水道管を整備する。下水道

幹線道路の地下に、水道・電気・電話・ガス・地
域冷暖房・集塵管を一括して収容するトンネル
を敷設し、安全で快適な都市空間を形成する。

賑わいの中心として、「グランモール軸」と「ク
イーン軸」の交点に整備する。
地下には、耐震型循環式貯水槽が設置されて
いる。

みなとみらい２１地区と周辺地区との連絡強化
を図るため「みなとみらい大橋」、「北仲橋」、
「桜木町立体交差」、「野毛ちかみち」の整備を
行う。

埋立事業

全体概要

事業名

基
　
　
　
盤
　
　
　
整
　
　
　
備

桜木町駅から日本丸メモリアルパーク、横浜ラ
ンドマークタワー方面への快適なアクセス路と
して、動く歩道機器を備えた歩行者通路を整備
す

多目的広場
　（ヨーヨー広場、
　　クロスパティオ）

中央地区土地区画
整理事業

共同溝整備事業

動く歩道

港湾整備事業

土地区画整理事業区域外の部分を対象に、道
路・緑地等の基盤施設の整備を行う。

２階部分（ヨーヨー広場）については、平成５年７
月にオープン。
１階部分（クロスパティオ）等については、平成９
年７月オープン。

  総宅地面積約８７ｈａに対し、開発済、建設中、
計画中を含めた開発面積は約５7ｈａで約６６％の
進捗率。また、暫定利用街区を含めた開発面積
は約７４ｈａで約８５％の進捗率。

昭和58年１１月　事業認可(建設大臣)

地区内全域整備完了

平成18年６月　換地処分公告（県知事）
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事　業　概　要 経　過　・　進　捗　状　況

平成11年10月　整備完了
再整備に向け設計中

平成３年４月　システム稼働開始
（現在19施設を収集）

平成13年４月　供用開始

ペデストリアンデッキ
　平成13年３月　供用開始
駅前広場
　平成14年３月　供用開始

平成16年３月　　供用開始

平成16年１月　完成

平成16年度　詳細設計
平成17年度　着工
平成20年６月　完成
平成21年７月　供用開始

平成16年度　基本設計
平成17年度　詳細設計
平成18年度　着工
平成20年８月　供用開始

地区内サイン設置
平成22年度　整備完了

みなとみらい歩道橋屋根設置
平成24年度 整備完了

動く歩道屋根ソーラーパネル設置
平成20年度　設計・工事・完成

地区内街路緑化促進
平成20～25年度　緑化工事実施
（平成24～25年度　桜木町駅前広場）

平成元年４月　熱供給開始
平成６年４月　センタープラント設備増強
平成９年６月　24街区内の第２ﾌﾟﾗﾝﾄ稼働

事業主体：みなとみらい二十一熱供給(株) （現在38施設に供給）

みなとみらい４号線に接続する紅葉坂線を拡幅
整備することにより、みなとみらい２１地区から戸
部地区へ車両直進を可能にし、戸部地区とみ
なとみらい２１地区の連絡を強化する。

桜木町駅前空間
整備

紅葉坂線改良

みなとみらい２１地区の玄関口として、来街者の
快適性・利便性の向上を図るため、歩行者空
間を拡幅するとともに、バス・タクシーレーンの
改善等交通結節点機能の強化を図る。

環境整備事業

はまみらいウォーク
整備

みなとみらい線開業に合わせ、新高島駅から
国道１号まで及びグランモール方面を連絡する
歩行者通路と、駅付近に自転車駐車場を整備
し、駅利用者の利便性向上や周辺市街地との
連絡強化を図る

横浜駅からみなとみらい２１地区への来街者の
利便性を高めるとともに、新高島駅周辺の街区
開発を促進するため、帷子川を横断する歩行
者用デッキを整備する。

高島二丁目歩道橋
整備

地区内で必要となる温・冷熱を集中的に製造
し、エネルギーの効率的な運用を図り、省エネ
ルギーに貢献する。

横浜駅みなみ通路からの来街者の利便性や安
全性の向上を図るため、国道１号を跨ぎ、高島
二丁目地区とを連絡する歩行者用デッキを整
備する。

動く歩道の屋根にソーラーパネルを設置し、そ
の電力を動く歩道の動力の一部とすることで
CO2削減に貢献する。
また、桜木町駅前広場における植栽整備や地
区内街路の緑化促進など、地区内の環境整備
を進める。

みなとみらい21地区において、地図案内サイン
や施設誘導サイン等を整備し、来街者の利便
性の向上を図る。
また、来街者の利便性・快適性の向上を図り、
キング軸周辺の街区開発を推進していくため、
みなとみらい歩道橋に屋根を設置する。

基
　
盤
　
整
　
備

関
　
　
　
連
　
　
　
事
　
　
　
業

地域冷暖房
システム

事業名

歩行者ネットワーク
整備

新高島駅周辺整備

高島交差点改良

都市廃棄物処理
システム

歩行者道を兼ねみなとみらい２１地区の賑わい
を演出する広大なオープンスペースとして、グ
ランモール軸上に整備する。

グランモール公園

共同溝内に敷設された管路によって、地区内
のゴミを効率的に収集する。
なお古紙等については、リサイクル推進協議会
で分別回収している。

国道１号高島交差点で、保土ケ谷、戸塚方面
からみなとみらい２１地区内へ右折進入を可能
にし、来街者の利便性向上と周辺の交通混雑
緩和及び周辺既成市街地との連絡強化を図る
ため、交差点の位置及び形状の変更を行う。
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（３）街区開発 平成26年７月１日現在

事　業　概　要 経　過　・　進　捗　状　況

海上防災拠点

　 事業主体： 海上保安庁第三管区海上保安部 陸上施設

　 敷地面積： 約２７，０００㎡ 　平成７年４月　オープン

　 延床面積： 約１３，３００㎡ 海上施設

　 施設規模： 地上４階、地下１階 　平成８年３月　オープン

赤レンガ倉庫、赤レンガパーク

敷地面積： 約１４，０００㎡ 　平成１４年４月　オープン

施設内容

◆１号倉庫（文化施設）

建築年： 明治４１～大正２年

延床面積： 約５，６００㎡

施設規模： 地上３階、高さ約１８ｍ

◆２号倉庫（商業施設）

建築年： 明治４０～明治４４年

延床面積： 約１１，０００㎡

施設規模： 地上３階、高さ約１８ｍ

◆イベント広場

延床面積： 約６，５００㎡

低層の分棟形式による、商業施設開発

事業主体： 三菱商事都市開発㈱ 平成２６年８月　着工予定

敷地面積： 約　７，１００㎡ 平成２７年９月　オープン予定

延床面積： 約　１３，０００㎡

施設規模： 地上５階、地下１階

平成１４年１２月　オープン

事業主体： 独立行政法人 国際協力機構

敷地面積： 約　４，５００㎡

延床面積： 約１６，０００㎡

施設規模： 地上８階、地下１階

展示・体験施設等

事業主体： 日清食品ホールディングス㈱
　　　　　　　（財）安藤スポーツ・食文化振興財団

平成２３年９月　オープン

敷地面積： 約  ４，０００㎡

延床面積： 約１０，０００㎡

施設規模： 地上５階、地下１階

披露宴等を行う宴会場、カフェ・レストラン、ギフトショップ、ミ
ニコンサートホールとしても活用できる大型チャペル他

事業主体： 代表企業　㈱ブライダル･プロデュース
　　　　　　　構成企業　㈱ブライダルプロデュース横浜

平成２５年１１月　オープン

敷地面積： 約４，０００㎡

延床面積： 約７，２００㎡

施設規模： 地上６階

ショールーム、カフェテリア、店舗

事業主体： 代表企業 アウディジャパン㈱
　　　　　　　 構成企業 アウディジャパン販売㈱

平成２５年８月　オープン

敷地面積： 約４，５００㎡

延床面積： 約５，８００㎡

施設規模： 地上４階

街　　区

カップヌードル
ミュージアム（正式
名称　安藤百福発
明記念館）

１１
│
２
街
区

１１
│
１
街
区

１
街
区

横浜海上防災
基地

THE　GRAND
ORIENTAL
MINATOMIRAI

赤レンガパーク(約5.5ha)の中核施設として、歴史的建造物
である赤レンガ倉庫を文化・商業施設として利用

独立行政法人 国際協力機構（ＪＩＣＡ）の神奈川県における
総合窓口施設

赤レンガ倉庫

ＪＩＣＡ横浜

２
街
区

新
　
　
　
港
　
　
　
地
　
　
　
区

１１
│
２
街
区

４
街
区

三菱商事都市開
発株式会社開発
計画（仮称）

１１
│
２
街
区

Audiみなとみらい
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事　業　概　要 経　過　・　進　捗　状　況街　　区

総合温泉レジャー施設

事業主体： 万葉倶楽部（株） 平成１７年６月　オープン

敷地面積： 約  ４，１００㎡

延床面積： 約２０，６００㎡

施設規模： 地上８階

店舗やシネマコンプレックス等の複合施設

事業主体： （株）横浜インポートマート 平成１１年９月　オープン

敷地面積： 約　２０，０００㎡

延床面積： 約１００，４００㎡（駐車場を含む）

施設規模： 地上９階、地下１階

施設内容： 卸・小売店舗、シネマコンプレックス、

　　　　　　　オフィス、会議室等

船員、海事関係者厚生施設

事業主体： (財)日本船員厚生協会 平成１１年１０月　オープン

敷地面積： 約　４，３００㎡

延床面積： 約１１，７００㎡
施設規模： 地上１０階、地下１階、高さ約４４ｍ
施設内容： 客室１３５室、レストラン、会議室等

都市型遊園地

事業主体： 泉陽興業（株） 平成１１年３月　オープン

敷地面積： 約２２，７００㎡

＊暫定施設

ブライダル施設

事業主体： アニヴェルセル株式会社

敷地面積： 約１７，７００㎡

延床面積： 約１５，５００㎡
施設規模： 地上５階、高さ 約３１ｍ

　　施設内容： チャペル,披露宴等を行う宴会場,飲食店等

複合コンベンション施設
会議センター

　平成３年７月　オープン

ホテル

　平成３年８月　オープン

事業主体： （株）横浜国際平和会議場
敷地面積： 約　５１，０００㎡ 展示ホール

　　　　　　　（国立横浜国際会議場含む） 　平成３年１０月　オープン

延床面積： 約１５１，０００㎡ 　平成１３年７月　拡張オープン

　　　◆会議センター：大小約６０室の会議室

　　　　　（メインホール：座席数１，０００席）

　　　◆展示ホール： ２０，０００㎡

　　　◆ホテル：客室数594、宴会場、レストラン等

平成６年４月　オープン

事業主体： 国土交通省、（株）横浜国際平和会議場

延床面積： 約１６，７００㎡

オフィス、商業、ホテル、コンサートホール等の複合施設

事業主体： Ｔ・Ｒ・Y９０事業者組合、三菱地所（株）、 平成９年７月　オープン

　日揮（株）、横浜市

敷地面積： 約　４４，４００㎡ ホテル

延床面積： 約４９６，０００㎡ 　平成９年８月　オープン

施設規模： タワーＡ ３６階、高さ約１７２ｍ 横浜みなとみらいホール

　タワーＢ ２８階、高さ約１３８ｍ

　タワーＣ ２１階、高さ約１０９ｍ

１５
街
区
ほ
か

よこはま
コスモワールド

横浜国際船員
センター
「ナビオス横浜」

パシフィコ横浜
（横浜国際平和
　会議場）

・会議センター

・展示ホール

・ホテル

・国立横浜国際
　会議場

クイーンズスクエア
横浜

　ホテル棟内には、横浜国際協力センターが設置され、
国際熱帯木材機関（ITTO）、国際連合世界食糧計画
(WFP)、国際連合食料農業機関（FAO）、国際連合大学
高等研究所、アメリカカナダ大学連合日本研究セン
ター、CITYNET事務局が入居している。

１６
街
区

アニヴェルセル み
なとみらい横浜

大観覧車を中央地区２３街区か
ら移転

　平成１０年２月に小ホール、６
月に大ホールがオープン

パシフィコ横浜の中核施設、最大座席数 約５，０００席の大
ホールをもつ東日本唯一の国際会議場

平成２６年２月　オープン
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万葉倶楽部
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・
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横浜ワールド
ポーターズ
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オフィス、商業、ホテル、展望フロア等の複合施設

事業主体： 三菱地所（株） オフィス、店舗、文化施設等

敷地面積： 約　３８，０００㎡ 　平成５年７月　オープン

延床面積： 約３９３，０００㎡ ホテル

施設規模： 地上７０階、地下３階、高さ約２９６m 　平成５年９月　オープン

ホテル、オフィス、商業等の複合施設

事業主体： オリックス不動産投資法人 平成１２年１０月　オープン

敷地面積： 約　３，３００㎡

延床面積： 約３７，０００㎡

施設規模： 地上２５階、地下２階、高さ約１００m

本部機能の一部を担う事務室を併設した郵便局

事業主体： 郵便局（株） 平成９年４月　オープン

敷地面積： 約１，１００㎡

延床面積： 約６，６５０㎡

施設規模： 地上７階、高さ約３４ｍ

富士ソフト（株）の本社ビル

事業主体： 富士ソフト（株） 平成１６年３月　オープン

敷地面積： 約　２，８００㎡

延床面積： 約３０，０００㎡

施設規模： 地上２１階、地下２階、高さ約１０５m

オフィス、商業、ホテル、シネマコンプレックス等の

複合施設 平成２２年３月　オープン

事業主体： （株）テーオーシー

敷地面積： 約　１０，８００㎡

延床面積： 約１０５，９００㎡

施設規模： 地上１９階、地下１階、高さ約９４m

ホール、結婚式場等の会員利用施設を併設した

オフィスビル 平成１６年３月　オープン

事業主体： 神奈川県民共済生活協同組合

敷地面積： 約　１，６００㎡

延床面積： 約１６，０００㎡

施設規模： 地上１４階、地下２階、高さ約７０ｍ

多目的ホール等を併設した横浜銀行の本店ビル

事業主体： （株）横浜銀行 平成５年９月　オープン

敷地面積： 約　８，０００㎡

延床面積： 約８６，０００㎡

施設規模： 地上２８階、地下３階、高さ約１５２ｍ

多用途ホールや店舗等を併設したオフィスビル

事業主体： 新日本石油（株）、新日石不動産（株） 平成９年７月　オープン

敷地面積： 約　６，６００㎡

延床面積： 約７５，０００㎡

施設規模： 地上３０階、地下２階、高さ約１３３ｍ

平成元年４月　熱供給開始

敷地面積： 約　３，９００㎡

事業主体： みなとみらい２１熱供給（株）

延床面積： 約１１，０００㎡

施設規模： 地上６階、地下１階

２８
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ＴＯＣみなとみらい

２９
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県民共済プラザ
ビル

３０
街
区

低廉な深夜電力を使用する世界最大規模のＳＴＬ潜熱蓄熱
システムを採用し、熱コストの削減と省エネルギーを図って
いる。

日石横浜ビル

２７
街
区

富士ソフトビル

横浜銀行本店ビル

地域冷暖房
システム
センタープラント

横浜桜木郵便局
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平成３年５月　オープン

事業主体： 横浜市

敷地面積： 約２，０００㎡

延床面積： 約６，７００㎡

施設規模： 地上７階、地下１階、高さ約４０ｍ

総合病院

事業主体： （財）神奈川県警友会 平成８年１月　オープン

敷地面積： 約　８，０００㎡

延床面積： 約３４，５００㎡

施設規模：　地上１３階、地下３階、高さ約６０ｍ

地区における神奈川県警察の警備拠点

戸部警察署みなとみらい交番を併設

敷地面積： 約　　５８０㎡ 平成１２年３月　オープン

延床面積： 約１，４３０㎡

施設規模： 地上４階、地下２階、高さ約２０ｍ

事務所・店舗・保育所・集合住宅

　　事業主体：東急不動産株式会社

敷地面積： 約１０，０００㎡
事務所棟

【事務所棟】 平成２７年３月　着工予定

建物用途： 事務所・店舗・保育所 平成２９年４月　オープン予定

敷地面積： 約７，０００㎡

延床面積： 約５５，０００㎡ 集合住宅棟

施設規模： 地上１４階、地下１階、高さ約７１ｍ 平成２６年１０月　着工予定

平成２９年１月　竣工予定

【集合住宅棟】

建物用途： 集合住宅（分譲）

敷地面積： 約３，０００㎡

延床面積： 約２６，０００㎡

施設規模： 地上２９階、地下１階、高さ約１００ｍ

オフィスビル

事業主体： 東京海上日動火災保険（株） 平成１６年９月　オープン

敷地面積： 約　３，３００㎡

延床面積： 約２９，１００㎡

施設規模： 地上１４階、地下２階、高さ約６０ｍ

オフィスビル

事業主体： ジャパンリアルエステイト投資法人 平成１９年１２月　オープン

敷地面積： 約　６，８００㎡

延床面積： 約５２，０００㎡

施設規模： 地上１６階、地下１階、高さ約７２ｍ

オフィスビル

事業主体： オーディーケー特定目的会社 平成２２年６月　オープン

敷地面積： 約１０，１００㎡

延床面積： 約９５，２００㎡

施設規模： 地上２１階、地下２階、高さ約１００ｍ

商業施設

事業主体：エムエムデベロップメント特定目的会社

　　　　　　　（三菱地所(株)） 平成２５年６月　オープン

敷地面積： 約　１８，０００㎡

延床面積： 約１１７，０００㎡

　　施設規模： 地上６階、地下４階、高さ約３７ｍ
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分庁舎

みなとみらい２１
クリーンセンター

３３
街
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共同溝等に収容された輸送管で、地区内の各施設から排
出された廃棄物を収集する施設、「市民活動支援センター」
入居

３４
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総合美術館

事業主体：横浜市 平成元年１１月　オープン

敷地面積： 約１９，８００㎡

延床面積： 約２６，８００㎡

施設規模： 地上８階、高さ約４５ｍ

「三菱みなとみらい技術館」併設のオフィスビル

事業主体： 三菱重工業（株） 平成６年６月　オープン

敷地面積： 約　１０，０００㎡

延床面積： 約１１０，９００㎡

施設規模： 地上３３階、地下２階、高さ１５２m

住宅展示場

事業主体： 菱重エステート(株) 平成７年３月　オープン

敷地面積： 約１０，０００㎡

延床面積： 約　４，６００㎡
＊暫定施設

中古車販売

事業主体： 日産自動車・神奈川ディーラーグループ４社 平成１０年４月　オープン

展示台数： 約３００台

敷地面積： 約９，９００㎡

＊暫定施設 延床面積： 約　　３００㎡

中古車販売

事業主体： 神奈川トヨタ自動車（株） 平成１０年１０月　オープン

展示台数： 約３００台

敷地面積： 約９，６００㎡

＊暫定施設 延床面積： 約　　３００㎡

分譲集合住宅（３棟、全８６２戸）

事業主体： 三菱地所（株）、前田建設工業（株） 平成１５年１０月　竣工

敷地面積： 約　１６，３００㎡

延床面積： 約１１６，２００㎡

施設規模： 地上３０階、地下１階、高さ約１００m 

分譲集合住宅（２棟、全１，２０６戸）

事業主体： 三菱地所（株）、東京急行電鉄（株）、 平成２０年２月　竣工

　　　　　　　三菱倉庫（株）

敷地面積： 約　２０，６００㎡

延床面積： 約１５５，１００㎡

施設規模： 地上３０階、地下１階、高さ約１００m 

ＮＴＴの情報通信機能が集積したオフィスビル

横浜市防災行政用無線統制室も併設 平成１１年５月　オープン

事業主体： （株）ＮＴＴファシリティーズ

　　　　　　　　　　（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ

敷地面積： 約　６，５００㎡

延床面積： 約５３，０００㎡

施設規模： 地上２２階、地下２階、高さ約１０５m 

（地上から通信用タワー上部まで約２５３ｍ）

分譲集合住宅（全６５０戸）

事業主体： （株）ランド、オリックス不動産（株） 平成１９年６月　竣工

　　　　　　　東急不動産（株）、三井物産（株）

敷地面積： 約１０，０００㎡

延床面積： 約８２，０００㎡

施設規模：地上３１階、地下１階、高さ約１００ｍ
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ショールームやカフェを備えた商業施設

事業主体： 昭栄（株）、みずほ信託銀行（株） 平成１６年４月　オープン

敷地面積： 約　５，５００㎡
延床面積： 約４７，７００㎡
施設規模：　地上１２階、地下４階、高さ約７０ｍ

商業施設を併設したオフィスビル

事業主体： ＭＭ４２開発特定目的会社 平成２４年１月　オープン

敷地面積： 約　１３，０００㎡
延床面積： 約１１４，５００㎡
施設規模： 地上２６階、地下２階、高さ約１２０ｍ

岡田ビル㈱による暫定施設

事業主体：岡田ビル㈱ 平成２６年４月　オープン

敷地面積： 約　７，８００㎡

延床面積： 約１２，０００㎡

施設規模： 地上２階、高さ約１２m
＊暫定施設

日用雑貨、食料品等の商業施設
事業主体： （株）横浜都市みらい 平成１５年４月　オープン

敷地面積： 約１９，２００㎡

延床面積： 約１３，１００㎡

施設規模： 地上２階
＊暫定施設

研修所
事業主体： 三菱地所㈱ 平成２５年１０月　着工
敷地面積： 約　７，５００㎡ 平成２７年４月　オープン予定
延床面積： 約３５，７００㎡
施設規模： 地上８階、高さ約４２m

オフィスビル
事業主体： 清水建設㈱ 平成２６年５月　オープン
敷地面積： 約１１，５００㎡
延床面積： 約９７，５００㎡
施設規模： 地上１４階、高さ約６５m

オフィスビル

事業主体： （有）オーク・デベロップメント 平成２１年１２月　オープン

敷地面積： 約　５，５００㎡
延床面積： 約５２，０００㎡

　　施設規模： 地上１７階、地下２階、高さ約８５ｍ

オフィスビル

事業主体： 横浜みらい４６特定目的会社 平成２６年　着工予定

敷地面積： 約　９，０００㎡ 平成２８年　竣工予定

延床面積： 約８５，０００㎡

施設規模： 地上２１階、地下２階、高さ約１０９ｍ

パソコン、カー用品販売

事業主体： （株）アイエー 平成１２年１２月　オープン

敷地面積： 約１５，０００㎡ オートバックスサービスピットは

延床面積： 約　６,０００㎡ 平成１５年９月　オープン

＊暫定施設

ショールーム

事業主体： 三菱UFJリース（株） 平成１５年７月　オープン

敷地面積： 約３，２００㎡

延床面積： 約１，７００㎡
＊暫定施設

ショールーム
事業主体： 三菱UFJリース（株） 平成１５年１１月　オープン
敷地面積： 約１，４００㎡
延床面積： 約１，０００㎡

＊暫定施設

横浜野村ビル
（仮称）

ＰＲＹＭＥ　ＧＡＬＬ
ＥＲＹみなとみらい

リーフ
みなとみらい

みなとみらい
グランド
セントラルタワー

（仮称）MM２１地区
45街区開発計画

PCデポ
オートバックス

４２
街
区

４５
街
区

４６
街
区

横浜
ブルーアベニュー

４４
街
区

アルカエフ

４７
街
区

４７
街
区

横浜アイマークプ
レイス

LIXIL横浜みなと
みらいショールー
ム 水まわり館

４３
街
区

４６
街
区

４２
街
区

４６
街
区

中
　
　
　
央
　
　
　
地
　
　
　
区

４７
街
区

LIXIL横浜みなと
みらいショールー
ム キッチン館
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ショッピングモール等を併設したミュージアム施設
事業主体：（株）横浜都市みらい、アンパンマンミュージ 平成１９年４月　オープン

　　　　　　　 アム＆モール有限責任事業組合

敷地面積： 約６，８００㎡

延床面積： 約６，０００㎡

施設規模： 地上３階、高さ約２０ｍ

＊暫定施設

（株）シンクロンの本社ビル 本社ビル

事業主体： （株）シンクロン 平成２０年１０月　オープン

敷地面積： 約３，０００㎡

延床面積： 約１４，０００㎡ 第二本社ビル

施設規模： 地上７階、地下１階、高さ約４０ｍ 平成２５年２月　着工

平成２６年９月　オープン予定

賃貸集合住宅（全４１２戸）

事業主体：　ディエイチ開発みなとみらい(有） 平成１９年１１月　竣工

敷地面積： 約　５，０００㎡

延床面積： 約４５，６００㎡

施設規模： 地上２９階、地下１階、高さ約１００ｍ

賃貸集合住宅（全４１５戸）

事業主体： 特定目的会社PDみなとみらい 平成２０年６月　竣工

敷地面積： 約　５，０００㎡

延床面積： 約４５，９００㎡

施設規模： 地上２９階、地下１階、高さ約１００ｍ

平成１９年１１月　竣工

事業主体： 生活協同組合東京住宅供給センターなど

敷地面積： 約　８，０００㎡

延床面積： 約７３，７００㎡

施設規模： 地上３０階、地下１階、高さ１００ｍ

平成１６年１１月　オープン

事業主体：横浜ブロードキンググループ
　　　　　　　（構成企業：東急不動産（株）ほか） 平成２５年１０月

敷地面積： 約１４，０００㎡ ライブハウス営業終了

延床面積： 約２１，４００㎡

施設規模： 地上５階、一部地下１階、３棟

＊暫定施設

専門学校、商業施設
事業主体：学校法人鶴見歯科学園 平成２７年８月　着工予定

敷地面積： 約３，６００㎡ 平成２８年１１月　オープン予定

延床面積： 約１１，０００㎡

施設規模： 地上７階、高さ約３４ｍ

京浜港（横浜・川崎地区）及び横須賀港を管轄

事業主体： 都市再生機構、国土交通省 平成１９年２月　竣工

敷地面積： 約４，０００㎡

延床面積： 約２，０００㎡

施設規模： 地上４階、高さ約１６ｍ

分譲集合住宅（２棟、全５５５戸）、低層部にミニシアターなど
を併設

シネマコンプレックス、ライブハウス、結婚式場等の総合エ
ンタテイメント施設

ＧEＮＴＯ
YOKOHAMA

５３
街
区

４９
街
区

シンクロン本社ビル
/
シンクロン第二本
社ビル

５９
街
区

国土交通省
関東地方整備局
京浜港湾事務所

４８
街
区

パシフィック
ロイヤルコート
みなとみらい
アーバンタワー

パシフィック
ロイヤルコート
みなとみらい
オーシャンタワー

５０
街
区

Ｂｒｉｌｌｉａ Ｇｒａｎｄｅ
みなとみらい

５０
街
区

横浜アンパンマン
こどもミュージアム

５０
街
区

中
　
　
　
央
　
　
　
地
　
　
　
区

５５
－
２
街
区

横浜歯科技術
専門学校
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オフィス、ホテル、店舗、集合住宅

事業主体： オーアンドオーＭＭ59グループ

【A街区】（オーケー㈱） 【A街区】

敷地面積： 約　６，９００㎡ 平成２６年１１月　着工予定

延床面積： 約４９，７００㎡ 平成２８年３月　オープン予定

施設規模： 地上１１階　高さ４３ｍ

施設用途： オフィス、店舗

【B街区】（岡田ビル㈱） 【B街区】

敷地面積： 約　９，１００㎡ 平成２６年１０月　着工予定

延床面積： 約５５，６００㎡ 平成２９年３月　オープン予定

施設規模： 集合住宅　地上２７階、地下１階

                                 高さ約９８ｍ

施設規模： ホテル、店舗　地上２０階、地下１階

                                      高さ約８４ｍ

施設用途： ホテル、店舗、集合住宅（分譲）

市民スポーツパーク
事業主体： （財）横浜市体育協会 平成１８年７月　オープン

整備内容： 人工芝グラウンド、クラブハウスほか

敷地面積： 約１５，０００㎡

延床面積： 約　　　７６０㎡

施設規模： 地上２階、高さ約10ｍ
＊暫定施設

横浜Ｆ・マリノスの拠点施設
平成１９年１月　オープン

事業主体：日産グループ
　　　　　　　（日産自動車(株)、横浜マリノス（株））

敷地面積： 約４５，６００㎡

延床面積： 約　７，２００㎡

施設規模： 地上３階、高さ約１２ｍ

＊暫定施設

富士ゼロックス（株）の都市型研究開発拠点

事業主体： 富士ゼロックス（株） 平成２２年４月　オープン

敷地面積： 約　１５，０００㎡

延床面積： 約１３５，３００㎡

施設規模： 地上２０階、地下１階、高さ約１００m

ギャラリー等を備えた日産自動車（株）の本社ビル

事業主体： 日産自動車（株） 平成２１年８月　オープン

敷地面積： 約１０，０００㎡

延床面積： 約９２，３００㎡

施設規模： 地上２２階、地下２階、高さ約１００m 

「原鉄道模型博物館」併設のオフィスビル

事業主体：三井不動産（株） 平成２４年３月　オープン

敷地面積： 約　７，８００㎡ 平成２４年７月　

延床面積： 約９０，2００㎡ 　原鉄道模型博物館オープン

施設規模： 地上３０階、地下２階、高さ約１５３ｍ

商業・文化等複合施設

事業主体： 横浜新都市センター（株）、 昭和６０年９月　オープン

　　　　　　　（株）横浜スカイビル

敷地面積： 約　１８，０００㎡

延床面積： 約１８５，０００㎡

施設規模： 地上１０階、地下３階

ＹＣＡＴが入居するオフィス、商業等複合施設

事業主体： （株）横浜スカイビル、 平成８年９月　オープン

　　　　　　　 横浜新都市センター（株）

敷地面積： 約　１３，０００㎡（バスプール等含む）

延床面積： 約１０２，０００㎡

施設規模： 地上３０階、地下３階

横
浜
駅
東
口
地
区 ６８

街
区

６５
街
区

富士ゼロックス
Ｒ＆Ｄスクエア

横浜スカイビル

サッカーグラウンド４面、クラブハウス棟、スタンド・店舗棟
（観客席２，０２０席）等

６１
街
区

６７
街
区

横浜三井
ビルディング

６６
街
区

６８
街
区

横浜新都市ビル

６０
街
区

横浜みなとみらい
スポーツパーク

マリノスタウン

オーアンドオーＭ
Ｍ59開発計画
（仮）

中
央
地
区

５９
街
区

日産自動車
グローバル本社
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